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Yuki Morimoto 
 
Abstract 
 
In recent years, studies on cognitive radio, a promising solution to increase the efficiency of 
frequency resources usage, have become more and more attractive. The cognitive radio realizes 
a communication by adapting its transmission parameters to time-varying radio environments 
based on a sensing scheme. In order to achieve effective adaptive radio, it is necessary to control 
the parameters flexibility in time and frequency domains. Besides that, a software-defined radio 
technology is also very important to realize such functions through software programming. 
In conventional radio communications schemes, on the other hand, radio communication 
signals transmitted from an antenna is up-converted from baseband signal to higher frequency 
band signal after all necessary signal processing has been done in the baseband stage. However, 
in the future, considering that the performance of D/A and A/D converters from the operation 
frequency viewpoint will increase year by year, we can expect that signals can be processed in 
radio frequency band, and transmitted directly from the antenna without up-converting 
operation. We called the wireless transmission scheme “Baseband Radio”. However, from a 
viewpoint of spectrum utilization occupying very large bandwidth, problem on coexistence of 
primary radio systems and the baseband radio system have to be considered carefully. 
To overcome the problem of frequency utilization in baseband radio, the system must be 
adaptive, and we call this “adaptive baseband radio”. The adaptive baseband radio is a wireless 
system that inherits advantages of baseband radio (transmitting baseband signals), cognitive 
radio (reconfiguring operating frequency based on interaction with environment), and software 
radio (programming parameters by software). 
In a previous research, although a fundamental experiment was performed to confirm the 
feasibility of baseband radio using a pair of coils with electro-magnetic coupling, actual 
performance when operating in wireless communication environment is not evaluated yet. 
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Moreover, suitable transmission scheme is not yet established. Therefore, a new transmission 
scheme matching to the baseband radio, frequency-domain packet communication, is proposed 
in this paper, and its performance is evaluated in an actual multipath environment using our 
reverberation chamber. In multipath environment, the results of experiments open a vista to 
realize very flexible communication, by changing the parameters of the OFDM baseband signal, 
such as carrier spacing and frequency band without changing the configuration of the 
communication system. 
Another important matter inherent in the baseband radio is a non-linear problem of receiving 
system when entering very strong interference signal. Since the receiving system is waiting for 
transmission signal over very wide frequency range, damage of saturation by unexpected strong 
interference signal cannot be avoided at the front end of the receiver. As a result, the 
orthogonally of OFDM signal component is lost, causing the signal quality degradation. 
Therefore, it is necessary to cut off the interference signal by using an analog filter controlled 
adaptively. For this purpose, an adaptive filter is designed to solve nonlinear problem. The 
performance of proposed adaptive filter scheme is evaluated experimentally both on wired and 
wireless multipath environment in the reverberation chamber. 
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環境適応型 
ベースバンド無線に関する研究 
 
森本 勇樹 
 
概 要 
 
 
近年，周波数枯渇の問題解決策として，コグニティブ無線の研究が盛んになってい
る．コグニティブ無線は，電波利用状況や電波伝搬特性を認識することにより，最適
なパラメータを自律的に判断して，時々刻々変化する環境に適応した通信を行うこと
である．環境適応通信を実現するためには，通信パラメータを柔軟に制御する必要が
あり，プログラミングによって様々な無線機の機能を実現するソフトウェア無線技術
が重要な役割を担っている． 
従来の無線通信は，低い周波数帯域で信号処理をし，高い周波数帯へ変調してから，
アンテナより電波を送出して通信を行っている．将来的には，D/A変換器や A/D 変換
器などの処理性能が上がり，ベースバンド信号をそのままアンテナから送信するとい
う時代が来ることも予想できる．この機能を実現する先駆的な研究として，ベースバ
ンドの連続波形(アナログ波形)を実空間に放射する「無線ベースバンド伝送」が提案さ
れている．しかし，超広帯域なスペクトルを連続的に占有するため，干渉対策や電波
法的な面で応用上の問題がある． 
無線ベースバンド伝送の問題を克服した方式として，環境適応型ベースバンド無線
がある．ベースバンド無線とは，デｨジタル信号処理で得た信号を直接 D/A 変換器に
送り出し，電波領域を含む高周波帯域信号そのものもベースバンド信号として扱う無
線システムである．ベースバンド無線，ソフトウェア無線及びコグニティブ無線の技
術が一体化したのが「環境適応型ベースバンド無線」である． 
先行技術としての環境適応型ベースバンド無線の提案では，原理確認のため，コイ
ルを用いた磁界結合による伝送実験を行っている．しかしながら，実際の電波環境(マ
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ルチパス伝搬環境，干渉波が存在する環境など)での実現評価や問題点の抽出，その対
策技術にまで及んでいない．また、ベースバンド無線の特徴を生かした新しい通信方
式の開拓も必要になっている． 
さらに，ベースバンド無線では，バンドフリーの状態で広帯域な周波数空間を縦横
に利用するため，受信系でも広帯域で待ち受ける必要があるが，そのような待ち受け
をしていると，突発的に強い干渉波が待ち受け帯域内に入射する場面が起き，その際
の受信系飽和（非線形問題）による特性劣化が問題になる．このため，受信フロント
エンドでの干渉波抑圧が必要になる． 
本論文では，二つの問題をテーマとする．一つは，環境適応型ベースバンド無線に
適した伝送方式の提案と，マルチパス環境での原理実証である．二つ目は，広帯域待
ち受け受信に起因する，強い干渉波の入力に伴う受信増幅器の非線形問題の解析と対
策技術提案である． 
第一の通信方式の提案では，環境適応型ベースバンド無線の理想の姿として，制御
チャネルを用いて周波数空間に任意にデータが配置でき，かつ，環境変化にフレキシ
ブルに対応する周波数領域パケット通信の概念を提示し，電波暗室及び電波反射箱を
用いたマルチパス環境で定量的評価を行い，柔軟な情報伝送が可能であることを実証
している. 
また，第二の提案の，受信系の非線形問題と対策の研究では，干渉周波数認識と抑
圧法に，環境適応性を採り入れた独自の方法（ベースバンド無線の特徴を生かしたス
ペクトル制御法）を提案している．これについても，電波反射箱を用いたマルチパス
環境下での実証実験を行い，問題の定量的評価と，対策法の有効性を明らかにしてい
る． 
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1.1 研究背景 
近年では，ワイヤレス機器の増加に伴う周波数枯渇[1][2]の問題解決策として，コグ
ニティブ無線の研究が盛んになっている [3]-[7]．コグニティブ無線は，電波利用状況
や電波伝搬特性を認識することにより，その時間，空間，周波数の最適なパラメータ
を自律的に判断して，時々刻々変化する環境に適応した通信を行うことである．以下
これを環境適応通信と呼ぶ．環境適応通信を実現するためには，通信パラメータを柔
軟に制御する必要があり，プログラミングによって様々な無線機の機能を実現するソ
フトウェア無線技術[8]が重要な役割を担っている． 
従来の無線通信は，低い周波数帯域で信号処理をし，高い周波数帯へ変調してから，
アンテナより電波を送出して通信を行っている．将来的には，D/A（Digital-Analog）
変換器や A/D（Analog-Digital）変換器，さらには信号処理をする装置などの処理性能
が上がり，高い周波数のままディジタル信号処理し，ベースバンド信号をそのままア
ンテナから送信するという時代が来ることも予想できる[9] - [13]． 
この機能を実現する先駆的な研究として，北川等はベースバンドの連続波形(アナロ
グ波形)を実空間に放射する「無線ベースバンド伝送」の実験的研究を行い，伝送が現
実的に可能であることを明らかにしている[14][15]．しかし，比帯域の意味で，超広帯
域なスペクトルを連続的に占有するため，干渉対策や電波法的な面で応用上の問題が
ある． 
無線ベースバンド伝送の問題を克服した方式として，環境適応型ベースバンド無線
がある[16]．ベースバンド無線とは，電波環境認識によって，利用できる周波数帯に対
応するブロック内の位置にデータを配置し，これに実数信号を出力する信号処理を施
し，D/A 変換器を介してアンテナから送り出す．すなわち，ディジタル信号処理で得
た信号を RF(Radio Frequency) 帯にアップコンバートして送り出すのではなく，そのま
まアンテナから実信号として送り出すのが「ベースバンド無線」であり，無線ベース
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バンド伝送の基本概念を生かし，制御の困難さ柔軟性を克服している．実現したい機
能をプログラミングによって生成する｢ソフトウェア無線｣，そして，環境を認識して
利用可能な周波数帯を自ら選択する｢コグニティブ無線｣，これらの概念にベースバン
ド無線に組み入れて，3 つの無線を一体化したワイヤレスシステムが環境適応型ベー
スバンド無線である． 
文献[16]では，OFDM(Orthogonal Frequency Division Multiplexing)方式によるベースバ
ンド無線伝送方式を提示し，原理確認のため，コイルを用いた磁界結合による伝送実
験を行っている．しかしながら，実際の電波環境(マルチパス伝搬環境，干渉波が存在
する環境など)での実現評価や問題点の抽出，その対策技術にまで及んでいない． 
さらに，環境適応型ベースバンド無線の構成は，ダイレクト RF サンプリング方式で
あり，D/A 変換器や A/D 変換器のサンプリング周波数のサンプリング定理に基づく周
波数範囲内の全てが送受信されるため[17]，所望波以外の信号(干渉波)を広帯域で受信
してしまい，干渉波レベルが，信号電力に比べて非常に強い場合には，受信系の増幅
器に飽和現象が起き，非線形問題に弱い点がある． 
特に本提案方式が採り入れている OFDM ベースの伝送方式では，増幅器の線形性を
逸脱するほどのピーク電力対平均電力比（PAPR：Peak to Average Power Ratio）が高い
信号を入力した場合，信号波形の歪みとスペクトル広がりが生じてしまい OFDM の直
交性が崩れ，信号品質劣化を引き起こすことになるため非線形問題の影響を受けやす
いという問題がある[18]． 
 
1.2 本論文の概要と構成 
本論文は，周波数空間に任意にデータが配置でき，かつ，環境変化にフレキシブル
に対応する周波数領域パケット通信の概念を提示し，その概念を実現する通信システ
ムとして，ディジタル信号処理で得た信号を直接 D/A 変換器に送り出し，電波領域を
含む高周波帯域信号そのものもベースバンド信号として扱うベースバンド無線，ソフ
トウェア無線及びコグニティブ無線の技術が一体化した「環境適応型ベースバンド無
線」の構築と具体的な伝送方式に関する研究をまとめている. 
第一の提案として第 6 章では，環境適応型ベースバンド無線の理想の姿として，制
御チャネルを用いた周波数領域パケット通信のイメージを提示し，電波暗室及び電波
反射箱を用いたマルチパス環境で定量的評価を行い，周波数領域パケット通信に適し
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た方式であることを実証している. 
第二の提案として第 7 章では，環境適応型ベースバンド無線は広帯域で受信信号を
待ち受けることから干渉波による非線形問題を提示し，解決策として環境適応フィル
タを設計し，干渉波の検知から干渉波のフィルタリングまでの環境適応動作を提案し
ている.この提案方式の有効性を有線実験及び電波反射箱での実伝送実験により，明ら
かにしている. 
 
本論文は 8 章で構成されている.第 1 章は，研究の背景と目的を述べた序論である. 
第 2 章は本研究を行う際に基本事項となる OFDM による信号の伝送の原理について
述べる． 
第 3 章は本研究の究極の到達点に繋がるソフトウェア無線・コグニティブ無線技術
の概要について述べている. 
第 4章は本研究の原点になるベースバンドの連続波形(アナログ波形)を実空間に放射
する「無線ベースバンド伝送」の原理と超広帯域なスペクトルを連続的に占有するた
め，干渉対策や電波法的な面で応用上の問題があることを述べている. 
第 5 章では無線ベースバンド伝送の問題点を克服した無線システムである環境適応
型ベースバンド無線の概念を述べた後，環境に応じて周波数軸上にフレキシブルに信
号を配置する周波数領域パケット通信を実現する送受信の信号処理について述べてい
る. 
第 6 章では周波数領域パケット通信を実証する環境適応型ベースバンド無線の評価
システムの構築及び有線，電波暗室及び電波反射箱において 1 GHz～2 GHz の広帯域
を使用して原理を実験実証している.各実験系において，広帯域にランダムにデータ信
号を配置して伝送実験を行い，BER(Bit Error Rate)測定結果から評価システムが正常で
あり周波数空間に任意にデータが配置でき，かつ，環境変化(周波数の利用状況)にフレ
キシブルに対応できる事を明らかにしている.レイリーフェージング環境下である電
波反射箱では，帯域を選択及び固定し，送信電力制御を用いることで，通信システム
の構成を変えずに OFDM 信号のパラメータを環境に応じて適応し，環境適応性が求め
られる通信に対して極めて大きな有効性を有することを明らかにしている. 
第 7 章では環境適応型ベースバンド無線の問題点である非線形問題について提示し，
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広帯域の環境適応フィルタを設計し，その解決法である干渉波の検知から減衰までの
環境適応動作を提案している.環境適応型ベースバンド無線の構成は，ダイレクト RF
サンプリング方式であり，D/A 変換器や A/D 変換器のサンプリング周波数のサンプリ
ング定理に基づく周波数範囲内の全てが送受信されるため，所望波以外の信号(干渉波)
を広帯域で受信してしまい，干渉波レベルが，信号電力に比べて非常に強い場合には，
受信系の増幅器に飽和現象が起き，非線形問題に弱い点がある.本論文では，その問題
点を有線実験により明らかにしている.干渉波を減衰させる広帯域環境適応フィルタ
は遅延によるノッチ型フィルタの構成に移相器を加えることで，位相調整によるノッ
チの周波数の位置の調節が 1 GHz～2 GHz 可能なフィルタを設計している.環境適応動
作は，送信する信号の周波数を自在に設定できるという環境適応型ベースバンド無線
の送信側での環境適応性を活かし，強い干渉信号の検知およびその周波数の算出，干
渉波の周波数に合わせた環境適応フィルタの動作，送信信号をフィルタの影響を受け
ない周波数帯域へと移動させる，というこの 3 つの手順を提案している．さらに，有
線実験及び電波反射箱において各動作の BER 特性を測定し，環境適応フィルタの効果
と干渉波に対する環境適応動作の有効性を原理実証している. 
第 8 章では，本論文の結論と今後の課題を示している. 
 
このように，周波数領域パケット通信による環境適応型ベースバンド無線は新規性
と有効性が高く，コグニティブ無線を始めとした環境適応性が求められる無線通信シ
ステム構築への新たな有用性が提示されている. 
 
  
第 1 章 序論 
 
 
5 
参考文献 
 
[1] 総務省，電波新産業創出戦略~電波政策懇談会報告書~，2009 年 7 月. 
[2] 総務省，諮問第 7 号答申，中長期における電波利用の展望と行政が果たすべき役割
−電波ビジョン，2003 年 7 月. 
[3] J Mitola III and GQ Maguire Jr.，“Cognitive radio making software radios more personal，” 
IEEE Pers. Commun.，vol. 6，no. 4，pp. 13-18，Aug. 1999. 
[4] J. I. Mitola，“Cognitive radio for flexible mobilemultimedia communications，”Proc. IEEE 
Int. Workshop Int. Conf. Mobile Multimed.Commun.，pp.3 -10，Nov. 1999. 
[5] S. Haykin，“Cognitive radio: Brain-empowered wireless communications，” IEEE Journal on 
Selected Areas in Communications，vol. 23，no. 2，pp. 201-220，Feb. 2005. 
[6] J. Miller，“An overview of the U.S. and Japanese approaches to cognitive radio and SDR，” 
IEICE Trans. Commun .，vol. E89-B，no. 12，pp. 3168-3173，Dcc. 2006. 
[7] 三瓶政一，“コグニティブ無線の動向と展開，”信学通誌，no.5，pp. 13-18，Jun. 2008. 
[8] J. Mitola III，“Software radio architecture: A mathematical perspective”，IEEE J. Sel. Areas 
Commun.，vol. 17，no. 4，pp.514 -538，Apr. 1999. 
[9] 小宮山牧児，“ATR 環境適応通信の研究内容の紹介，” ATR Journ.，vol. 23，pp. 7-10，
1996. 
[10] 岡田隆，中村康久，“全ディジタル化 256QAM 変調器の検討，”信学会全国大会(春
季大会)，p.427，1989. 
[11] M. Kim，T. Moteki，K. Ichige，H. Arai，“Efficient heterodyne digital receiver with direct 
RF-to-digital conversion for software defined radio，”IEICE Trans.Fundamentals，vol. E92-A，
no. 4，pp. 1056-1062，Apr. 2009． 
[12] バンダ ダリソー，和田平，タ トァン タン，谷藤正一，亀田卓，末松憲治，高木 
直，坪内和夫，“低サンプリング周波数を用いたダイレクト RF アンダーサンプリン
グ受信方式，”信学技報，SR2013-11，May. 2013. 
[13] 加藤緑，吉川志郎，奥居民生，渡辺哲也，米田誠良，鈴木健治，鈴木龍太郎，“小
型実験衛星用再構成通信機における RF 信号ダイレクト受信処理装置の試作評価，”
信学技報，SAT 110(73)，pp. 7-10，Jun. 2010. 
[14] J. Kitagawa，T. Taniguchi，Y. Karasawa，“Wireless baseband transmission experiments，” 
IEICE Trans. Comm.，vol. E89-B，no. 6，pp. 1815-1824，Dec. 2006． 
[15] 北川淳一，谷口哲樹，唐沢好男，“実信号解析を用いた無線ベースバンド伝送のマ
ルチパス環境下での伝送特性，”信学論(C)，vol. J89-C，no. 12，pp. 1066-1078，Dec. 2006. 
[16] 唐沢好男，笹木亮平，谷口哲樹，“環境適応型ベースバンド無線：概念提案と機能
実証実験，”信学論(B)，vol. J91-B，no. 11，pp. 1359-1368，Nov. 2008. 
第 1 章 序論 
 
 
6 
[17] Chen S.Y.-S，Nam-Seog Kim，Rabaey J.M，“Multi-mode sub-Nyquist rate digital-to-analog 
conversion for direct waveform synthesis，”Proc. IEEE Workshop Signal Process. Syst.，pp. 
112-117，Oct. 2008. 
[18] Dardari，V.Tralli and A Vaccari，“A Theoretical Characterization of Nonlinear Distortion 
Effects in OFDM Systems，”IEEE Trans. Comm.，vol. 48，no. 10，pp. 1755-1764，Oct. 2000. 
 
 
 
第 2章 OFDM 
 
 
7 
第 2章 
OFDM(Orthogonal Frequency Division 
Multiplexing） 
 
後述する環境適応型ベースバンド無線の提案方式は OFDM をベースとしている．
OFDM の直交関係からなる「周波数利用効率が高い」，「使用するサブキャリアを選ぶ
ことができる」という性質が，本研究の最終的な目的である環境適応型無線ベースバ
ンド無線を実現するにあたり，非常に適しているためである． 
後に第 4 章でも述べるが，環境適応通信では伝送路の電波環境により，利用できる
周波数が限られている場合を想定しているので，周波数利用効率は大切なファクタで
ある．使用するサブキャリアを変更することで，利用可能周波数に合わせ，実際の利
用周波数帯域を選択することができる． 
 本章では，OFDM 信号の概要と変復調の処理について述べる．また，論文に関連す
るレイリーフェージング環境と増幅器の非線形特性における影響についても述べる． 
 
2.1 ベースバンド OFDM 信号 
直交周波数分割多重（OFDM：Orthogonal Frequency Division Multiplexing）とは，
多数の搬送波をディジタル変調して多重化するマルチキャリア変調方式のひとつであ
り，複数の変調シンボルを同時に効率良く伝送するための変調方式である．マルチキ
ャリア方式ということで，搬送波周波数の異なる複数のディジタル変調信号より構成
される．そしてそれぞれの搬送波の間には直交関係がある．この搬送波間の直交関係
は，次に示す正弦波の直交関係に基づいている[1]-[4]． 
f0は基本周波数であり，OFDM 信号におけるキャリア間隔と呼ばれるパラメータであ
る．ここで， m，n は整数であり，T=1 / f0である．  
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 この直交関係について具体的に示す． 
OFDM 信号の基本構成は，搬送波周波数 n f0，シンボル長 T = 1/ f0のディジタル変調
信号である． an，bnは n 番目の搬送波を変調するための送信シンボルの同相成分及び
直交成分であり，１シンボル分の信号は )2sin()2cos( 00 tnfbtnfa nn   のように表され
る． 
そして，この信号を n の値を変えて同じタイミングで N 個加え合わせることによっ
て生成される信号を𝑠𝐵(t)とすると， 
 
 



1
0
00 )2sin()2cos()(
N
n
nnB tnfbtnfats      （2.4） 
 
と表される． 
式（2.4）をベースバンド OFDM 信号と呼ぶ．式（2.4）より，このベースバンド OFDM
信号は N 組のデータシンボルを含んでいることが分かる． 
𝑠𝐵(t)の生成される様子を図 2.1 に示す．先にも述べたように，𝑠𝐵(t)は N 個のディジタ
ル変調波の重ね合わせによって構成されていて，図 2.1 のようにランダムに近い信号
であるが，式（2.1），（2.2），（2.3）の直交関係を利用することにより，元の送信シン
ボル an，bnを正しく取り出すことができる． 
送信データを複素数で cn=an+jbnで表した場合は，式(2.5)を得る． 
 
第 2章 OFDM 
 
 
9 
 





1
0
00
1
0
0 )2sin()2cos()2exp(Re)(
N
n
nn
N
n
nB tnfbtnfatnfjcts     (2.5) 
 
このように，実数部(Re)をとれば式(2.4)が得られる．実際の処理では以下のように離
散的に行われる． 
 シンボル長 T を N 分割し，サンプリング周期を Δt = T/N とすれば，時刻 t = kΔt(k
は整数，0≦n＜N)におけるサンプル値 sB(kΔt)は式(2.6)で表される． 
 









1
0
1
0
)
2
exp(Re)
2
exp(Re)(
N
n
n
N
n
nB
N
nkj
c
tN
tnkj
ctks

       (2.6) 
 
式(2.6)は複素数 cnを逆離散フーリエ変換(inverse discrete Fourier transform ，IDFT)し
た形となっている．従って，送信データを逆離散フーリエ変換し，その実部をとると
式(2.4)の時刻 Δt 毎のサンプル値が得られる．以上のように，IDFT を用いて OFDM 信
号を生成する場合，時間基準で必要なものは f0だけであり，異なった複数の周波数の
正弦波を同時に生成する必要はない． 
 
図 2.1 OFDM 信号の例 
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2.2  OFDM 信号の伝送と復調 
式(2.6)のベースバンド OFDM 信号に搬送波帯域の基準となる搬送を掛け合わせ，必
要の周波数帯域の信号に変換を行う．生成された OFDM 信号を搬送帯域 OFDM 信号
と呼び，s(t)で表す．fcは搬送波帯域における基準とすると，s(t)は以下の式で表す[1]-[4]． 
 
    



1
0
00 )(2sin)(2cos)(
N
n
cncn tnffbtnffats       (2.7) 
 
s(t)は搬送波帯域であるので，一般的には高周波の信号である．受信機側で搬送波帯
域で直接復調及び復号処理を行うのは計算処理が膨大になり，負担となる．したがっ
て，通常はベースバンド信号にダウンコンバージョンし，復調処理が行われる． 
 式(2.7)の搬送帯域 OFDM 信号をダウンコンバージョンする場合は，基準となる搬
送波の周波数 fcと同じ正弦波を掛け合わせることにより行う[1]-[4]． 
 
    
 
    











1
0
00
1
0
00
1
0
00
)2(2sin)2(2cos
2
1
)2sin()2cos(
2
1
)2cos()(2sin)2cos()(2cos
)2cos()(
N
n
cncn
N
n
nn
N
n
ccnccn
c
tnffbtnffa
tnfbtnfa
tftnffbtftnffa
tfts




 (2.8) 
 
式(2.8)の第 1 項はベースバンド OFDM 信号であり，2 項は 2fc の周波数帯域の高周波
成分である．高周波成分の信号は，ベースバンドOFDM信号に比べて十分に高いので，
低域通過フィルタ(LPF：Low Pass Filter)を用いて容易にベースバンド OFDM 信号のみ
に分離できる． 
分離されたベースバンド OFDM 信号を sI(t)で表すと以下のようになる．ただし 1/2
は自明であるので取り除く． 
 
 



1
0
00 )2sin()2cos()(
N
n
nnI tnfbtnfats         (2.9) 
第 2章 OFDM 
 
 
11 
 
sI(t)を1/(2Nf0)のサンプル周期で1シンボル長にわたってサンプリングしたサンプル系
列は以下のように表すことができる[1] [2]． 
 










1
00
sincos)
2
(
N
n
nnI
N
nk
b
N
nk
a
Nf
k
s

 


















1
0 22
N
n
N
nk
j
N
nk
j
n
N
nk
j
N
nk
j
n
j
ee
b
ee
a

 











 



1
0 22
N
n
N
nk
j
nnN
nk
j
nn e
jba
e
jba

            (2.10) 
 
ただし，k=0，1，2，3・・・，2N－1 である．ここで，2N 個のサンプル sI{k/(2Nf0)}
に対して以下のように 2N 点フーリエ変換を適用し，zl(l = 0，1，2…，2N－1 )を求め
る． 
 
N
kl
jN
k
Il e
Nf
k
s
N
z 2
212
0 0
)
2
(
2
1
π


 





               (2.11) 
  
式(2.11)に式(2.10)を代入して以下のように変形する． 
 
N
kl
jN
k
N
n
N
nk
j
nnN
nk
j
nn
l ee
jba
e
jba
N
z 2
212
0
1
0 222
1
π





 















 




 
  














1
0
12
0
2
)(21
0
12
0
2
)(2
22
1
22
1 N
n
N
k
N
kln
j
nn
N
n
N
k
N
kln
j
nn e
jba
N
e
jba
N

    (2.12) 
 
ここで以下の関係が成り立つ 
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

 




)(0
)4, 20(212
0
2
)(2
その他の場合
， NNlnN
e
N
k
N
kln
j

    (2.13) 
 


 


 )(0
)4, 20(212
0
2
)(2
その他の場合
，＋ NNlnN
e
N
k
N
kln
j

    
(2.14) 
 
式(2.13)，式(2.14)の関係を式(2.12)に適応すると式(2.12)は以下のように表すことがで
きる． 
 








)0(
2
)0(
Nl
jba
la
z
ll
o
l       (2.15) 
 
以上の結果より，DFT を行った後の信号として al + bl = 2zl(0 < l < N)が得られたことが
分かる． 
 
2.3 マルチパス伝搬路 
屋外の市街地・郊外地における電波伝搬は，移動局周辺の地形や建造物に反射・回
折・散乱等を生じ，多数の経路を通って受信されることになる．この各経路を通るそ
れぞれの電波を素波といい，受信された多数の素波は，時間・周波数・空間の関数と
して位相・振幅に変動が生じ，マルチパス環境と呼ばれる． 
マルチパス環境の種類には，送受信間が見通しの LOS（Line Of Sight）環境で直接波
にマルチパス波が加わり振幅分布が仲上・ライス分布でモデル化できる仲上―ライス
フェージング環境，非見通しである NLOS(None Line Of Sight）でマルチパス波だけが
到来し，振幅はレイリー分布に従い，位相は一様分布となるレイリーフェージング環
境の大きく 2 つの種類がある． 
本論文ではレイリーフェージング環境を主に扱うため，本項ではその統計的性質に
ついて説明する． 
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2.3.1 レイリーフェージング 
雑音を無視すると，送信信号がマルチパス伝搬路を経由して受信される信号は，全
ての素波の総和となり次式で表せる[5]． 
      
 
   
 
     
 
 tfttrtfttr
ttfjtrte
c
tN
n
nnc
tN
n
nn
tN
n
ncn


2sinsin2coscos
2expRe
11
1

























  (2.16) 
ただし 
  0
cos2
n
n
n
t
t 


   
ここで，  tN は時刻 tにおけるマルチパスの素波の数，  trn は素波の複素振幅， cf は
搬送波周波数，は搬送波の波長， 0n は初期位相， n は移動方向を基準にした到来
角度，vは移動速度，  Re は複素数の実数部である． 
式(2.17)の 内を  tx ，  ty と置き換えると， 
         tftytftxte cc  2sin2cos            (2.17a)  
     ttftr c   2cos            (2.17b) 
と表される．ここで  tx ，  ty と  tr ，  t には次式のような関係がある． 
      ttrtx cos            (2.18) 
     ttrty sin  
ここで，素波数  tN が十分に大きいこと，到来角度  tn のランダム性によって  tn
も互いに無相関であることを考慮すると，中心極限定理により任意の時刻 t における
 tx ，  ty の確率密度関数 xf ， yf は，平均値 0，標準偏差 の正規分布  2,0 N とな
る．  tx と  ty の変動は独立のため，結合確率密度関数  yxf xy , は xf と yf の積になる．
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 tr と  t の結合確率密度関数   ,rf r は 
     












y
r
y
x
r
x
yfxfrf yxr ,      (2.19) 
であり，式(2.18)の関係より 
  






2
2
2 2
exp
2
,


rr
rf r      (2.20) 
となる．これより，振幅 r と位相 の確率密度関数  rf r ，  f は 
    





  2
2
2
2
0 2
exp,




rr
drfrf rr    (2.21) 
   




2
1
,
2
0
  drrff r      (2.22) 
となる．式(2.21)はレイリー分布，式(2.22)は一様分布であり，このようなフェージ
ングをレイリーフェージング，そしてそのような性質を持つ伝搬環境はレイリーフェ
ージング環境と呼ばれる[5]． 
レイリーフェージングの電力変動の分布 Zf は
2rz  とした z の分布であり，以下の
ような指数分布で与えられる[5]． 










z
f z exp
1
       (2.23) 
ここで，は z の平均値である． 
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2.3.2 遅延プロファイルと遅延スプレッド 
次に遅延プロファイルと遅延スプレッドを求める．遅延プロファイルは伝達関数
 fT の 逆 フ ー リ エ 変 換 に よ っ て 得 ら れ た イ ン パ ル ス 応 答
     


 dffjfTh  2exp により式(2.24)のように定義される．伝達関数は測定に
より周波数特性として得られているので，測定周波数範囲を積分区間として各測定ポ
イントのインパルス応答を算出して電力平均することで遅延プロファイルを得ること
ができる[5]． 
      hhp *      (2.24) 
ここで
 
 ：遅延時間 ：期待値 
遅延スプレッドは式(2.25)から算出することができる． 
 


0
21
m
R
dp
P
     (2.25) 
ここで 
 


0
 dpPR    （平均電力） 
 


0
1
 dp
PR
m   （平均遅延） 
 
2.4 マルチパス干渉による OFDM 信号の劣化 
OFDM 信号の復号処理においては，マルチパスに遅延広がりがある状態で受信信号
をそのまま復調してしまうと，マルチパスの影響による復調データの誤りが生じる．
OFDM は理論的に実効的にシンボル周期を長くする方式であるので，マルチパス遅延
に強い通信方式であるが，それだけではマルチパスフェージングの影響を完全に抑え
ることはできない[1]-[4]． 
遅延の広がりは，シンボル間の干渉（Inter Symbol Interference: ISI）を生じる．
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上記で説明したように，OFDM 方式では，各サブキャリア間の直交性を利用して復調
を行うものであるため，マルチパス環境下で，その直交性も崩れてしまい，特定の周
波数のサブキャリア上のシンボルから他の周波数のサブキャリアシンボルへの干渉が
生じる．このような干渉をキャリア間干渉（Inter Carrier Interference: ICI）と呼ぶ． 
 
2.5 ガードインターバル 
復調シンボルに ISI や ICI が生じると，データの誤り率が劣化してしまう．その対
策として，OFDM 方式では送信機側でサイクリックプレフィックスと呼ばれるガード
インターバル（Guard Interval: GI）を付加することによって対策を行う[1]-[4]． 
 ガードインターバルの概念を図 2.2 に示す．ガードインターバルとは図の影を付け
た部分であり，OFDM シンボルの後半の一部と同じ信号を，OFDM シンボルの前半
に接続したものである．図では後半の，𝑇𝑔の長さの部分を前に加えている．𝑇𝑔をガー
ドインターバル長と呼ぶ． 
ガードインターバル長は伝搬路におけるマルチパスの遅延波の最大遅延時間τより
も長く設定する．従って送信シンボルはガードインターバルが挿入された分だけ長く
なり伝送効率は低下する． 
OFDM 信号の生成原理から明らかなように，ガードインターバルの部分は連続的に
それに続く信号と接続される．これを個々のサブキャリア単位で考えると，すべての
キャリアは図の（𝑇𝑔 + 1/𝑓₀）の期間で連続した正弦波になる．したがって，復調の際
に信号を標本化する場合，標本を切り出す範囲1/𝑓₀がこの区間に含まれてさえいれば，
キャリア間の直交性が維持される．標本の開始位置によって異なるのは，正弦波の位
相のみなので，復調後のシンボルには，標本化を開始する位置に応じた位相回転が加
わってくる． 
遅延波が存在する環境においても，τ>𝑇𝑔であれば直接波と遅延波が加わった受信信
号は連続的な搬送波と扱うことができ，上記と同様にキャリア間の直交性が維持され
る．しかし，遅延波の影響により復調されたシンボルは振幅の歪は存在する． 
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図 2.2 ガードインターバルの概念 
 
 
図 2.3 遅延波と直接波 
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2.6 スキャタードパイロットを用いた伝送路推定方式 
 伝送路推定の方法としては基準となる既知のパイロットシンボルを用いる方法と
ブラインド推定が在るが，パイロットシンボルを用いた方式の方が簡易な処理で伝送
路を推定することが可能であり，信頼性も高いことから実システムでは多く採用され
ている[1]-[4]． 
 OFDM 信号ではパイロットシンボルの挿入法として，地上デジタルテレビジョン
放送で用いられているデータシンボルと一定間隔にパイロットシンボルを配置する方
法と無線 LAN(Local Area Network)の標準方式である IEEE 802.11a で用いられてい
るパケットのヘッダ部分にパイロット信号を伝送する方法がある．前者の方法がスキ
ャッタードパイロットシンボル用いる方式であり，図 2.4 に示すような時間と周波数
に一定間隔で配置される．データシンボルの搬送波の伝送路特性は両側のパイロット
シンボルにより推定された伝送路特性を用いて，直線補間などの内挿アルゴリズムを
用いて内挿される[1]． 
 
 
図 2.4 スキャッタードパイロットシンボルの配置 
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2.7 増幅器の非線形現象による OFDM 信号の劣化 
OFDM 変調信号の場合はマルチキャリア信号のため，強い信号が入射して非線形領域の
動作になった場合には，サブキャリア間で，相互変調が生じる．OFDM の信号帯域内に発
生し，伝送特性が劣化する． 
2.7.1 増幅器の入出力特性 
図 2.5 に増幅器の入力レベルに対する出力レベルの関係を示す．線形領域では，増幅
器の出力レベルは入力の増加にしたがって，増幅器の利得分増加する．線形領域の利
得よりも利得が 1dB 低下するポイントの出力レベルの P1dB(1dBcompression point) を
越えると，利得が急速に低下し，出力レベルは飽和に達する．P1dB よりも低い入出力
レベルの領域が線形領域，高い入出力レベルの領域を非線形領域とする． 
増幅器の非線形特性の程度を示す尺度として入力バックオフ(Input Back-Off：IBO)を
用いる．入力バックオフは式(2.26)のように定義する．また，非線形領域を受信側で検
知する際の尺度として式(2.27)に示す出力バックオフ(Output Back-Off：OBO)を用いる．
これらの指標は，入出力バックオフが大きいほど非線形の影響が小さく，入出力バッ
クオフが小さいほど影響が大きい事を示す[1][2]． 
 
平均入力電力
電力線形の領域の最大入力
　log 10Off)[dB]-Back(Input  IBO          (2.27) 
 
平均出力電力
電力線形の領域の最大出力
　log 10Off)[dB]-Back(Output  OBO               (2.28) 
 
周波数 f1，f2の２つの信号をアンプに入力すると，相互変調によって，周波数 mf1＋
nf2 の信号が現れる(m＋n：相互変調(intermodulation：IM）の次数)．図 2.6 に，相互変
調によって生じるスペクトラムの概要を示す． 
相互変調成分は 3 次の項が支配的になる．そこで，増幅器の相互変調の特性を表す
指標として 3rd Order Intercept Point（IP3）が用いられる．IP3 は，入出力特性の直線と
3rd Order IM との交点である．IP3 は P1dB よりも 10 ～ 12dB 大きな値になる． 
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図 2.5 増幅器の入出力特性の例 
 
 
 
図 2.6 相互変調時に現れるスペクトル 
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2.7.2 非線形特性の各ひずみ成分 
前節では歪みの影響の最も支配的な相互変調について述べたが，それも含めて各種
歪み要因を述べる． 
増幅器の非線形特性は，2 次及び 3 次の非線形ひずみ成分を考慮する.そのうち，2 次
ひずみは直流付近及び送信信号の 2 倍の周波数付近に発生するので 3 次の非線形特性
が所望波に対して影響を持つ. [2] 
出力信号を y(t)，入力信号を x(t)とすると， 
 
y(t)＝ax(t) + bx(t) 2+ cx(t)3    (2.29) 
 
と表せる.ここで， a は基本周波数(線形項)の係数， c は 3 次の非線形項の係数とす
る.増幅器に入力される周波数の異なる任意の 2 つの信号を 
 
x(t)＝A1cosω1t＋A2cosω2t              (2.30) 
 
として，(2.29)式に代入し展開整理すると，各成分は以下の様に表せる[2]. 
(1) 直流成分 
b/2 (A1
2
+A2
2
)             (2.31) 
 
(2) 基本項 
  a A1 cosω1t + a A2 cosω2t            (2.32) 
 
(3) ゲイン圧縮歪 
  3/4c(A1
3cosω1t + A2
3
 cosω2t)         (2.33) 
 
(4) 混変調 
2 /3 c (A1A2
2cosω1t + A1
2
A2 cosω2t)              (2.34) 
 
(5) 相互変調 
   bA1A2 [cos(ω1+ω2) t＋cos(ω1－ω2)t]          (2.35) 
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3/4 c [A1
2
A2{cos(2ω1+ω2) t＋cos(2ω1－ω2)t} 
+ A1A2
2
{cos(ω1+2ω2) t＋cos(ω1－2ω2)t}]        (2.36) 
 
(6) 高調波 
1/2 b (A1
2cos2ω1t + A2
2cos2ω2 t)     (2.37) 
1/4 c (A1
3cos3ω1t + A2
3cos3ω2 t)    (2.38) 
 
３次項による相互変調により，ω1－2ω2と 2ω1－ω2の周波数成分が発生し所望波の周
辺に出てくるために，スペクトルの広がりが生じて品質を劣化させる． 
 
 
2.8 結び 
 本章では，環境適応型ベースバンド無線で用いられる OFDM 信号の概要と変復調
の処理について述べた．また，マルチパス環境のレイリーフェージング環境について
とその対策法としてガードインターバルやスキャッタードパイロット信号について述
べた．最後に増幅器の非線形特性を説明し，マルチキャリア通信であり特にサブキャ
リアを密に取り扱うOFDMでは非線形特性による相互変調の影響が問題になることを
述べた． 
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Appendix  
 
1 確率密度関数と確率分布関数 
 確率変数 X の変化範囲を
21 xXx  とし，X が微小区間 dxxx ~ に存在する確
率が関数  xf を用いて  dxxf と表されるとき，  xf を確率密度関数という．一方，
確率分布関数  xF は確率変数 X がある値 xを超えない確率を表す関数であり，次式で
表される[6]-[10]． 
    
x
x
dttfxF
1
  (A2.1) 
確率分布のパラメータ(平均値・分散・標準偏差・中央値・最頻値)は，以下のように
定義される[6]-[10]． 
(1)平均値(あるいは期待値) 
  
2
1
x
x
dxxfxm   (A2.2) 
(2)分散 
   
  22
22
2
1
2
1
mdxxfx
dxxfmx
x
x
x
x




  (A2.3) 
(3)標準偏差 
        
2
1
2
x
x
dxxfmx  (A2.4) 
(4)中央値 
   5.0xF となる xの値である． 
(5) 最頻値 
  xf が最大値をとるときの xの値である．  
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2 結合分布 
 ２次元の確率密度関数を例に考える．確率変数  
21 xxxX  と確率変数
 
21 yyyY  がある実現値を同時にとる確率を，結合(または同時)確率密度関数
 yxf , という．このとき， Xx  かつ Yy  となる確率は，次式の結合分布関数  yxF ,
で表される[6]-[10]． 
    
X
x
Y
y
dxdyyxfYXF
1 1
,,   (A2.5) 
変数 x および y の平均値を xm および ym とすると，共分散
2
xy は次式で定義される
[6]-[10]． 
      
2
1
2
1
,2
x
x
y
y
yxxy dxdyyxfmxmx   (A2.6) 
変数 xおよび y の標準偏差を x および y とすると，x および y の相関係数 yx, は次
式で与えられる[6]-[10]． 
yx
xy
yx



2
,    (A2.7) 
1, yx であり， 0, yx のとき xと y は無相関であるという． 
 
3 変数変換 
 確率変数 21, XX の結合確率密度関数を 
   YyYyXxXxPxxf  11111121 ,,   (A2.8) 
とおき，確率変数の変換を次の通り考える[6]-[10]． 
 2111 , xxy    (A2.9) 
 2122 , xxy    (A2.10) 
なお，  21, xx と  21, yy との間に１対１の対応を与え，  211 , xx および  212 , xx は
連続な１次偏導関数を有するものと考える．このとき，  2111 , xxy  および
 2122 , xxy  から得られる確率変数 1Y および 2Y の確率密度関数を  21, yyg とすれ
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ば，次式が成り立つ[6]-[10]． 
    21212121 ,, dxdxJxxfdydyyyg    (A2.11) 
ここで，ヤコビアン行列式(Jacobian Determinant) J は，次式で与えられる． 
2
2
1
2
2
1
1
1
x
x
x
x
x
x
x
x
J








   (A2.12) 
 
 
4 確率変数の和差積商の分布 
 ２つの確率変数を X ，Y とするとき，これらの和・差・積・商を Z とすると，Z も
また確率変数となり，その分布は次のようになる[6]-[10]． 
 
(1) YXZ  の分布 
 結合確率密度関数を  yxf , とするとき，和の確率密度関数を  zg は， 
    
2
1
,
y
y
ydyyzfzg  (A2.13) 
と定義される．このとき平均値と分散は，次式で計算される． 
yxz mmm    (A2.14) 
yxyxyxz  ,
222 2   (A2.15) 
この関係は，n次元結合分布(確率変数を nixi ~1,  とする)の場合にも容易に拡張で
き，次式で与えられる． 



n
i
iz mm
1
  (A2.16) 



ji
xxji
n
i
iz ji ,
1
2 2    (A2.17) 
確率変数 X ，Y が互いに独立のときは，X ，Y の確率密度関数を  xf1 ，  yf2 とす
第 2章 OFDM 
 
 
26 
れば， 
     
   



2
1
2
1
21
21
x
x
x
x
xdxfxzf
xdxzfxfzg
  (A2.18) 
となる． 
(2) YXZ  の分布 
    
2
1
,
y
y
ydyyzfzg   (A2.19) 
確率変数 X ，Y が互いに独立のときは， 
      
2
1
21
y
y
ydyfyzfzg   (A2.20) 
となる． 
 
(3) YXZ  の分布 
   








2
1
1
,
y
y
yd
yy
z
yfzg   (A2.21) 
確率変数 X ，Y が互いに独立のときは， 
    








2
1
1
21
y
y
yd
y
yf
y
z
fzg   (A2.22) 
となる． 
 
(4) YXZ / の分布 
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   









 


2
1
2
1
2
,
,
y
y
y
y
yd
z
y
z
y
yf
ydyyyzfzg
  (A2.23) 
確率変数 X ，Y が互いに独立のときは， 
      
2
1
21
y
y
ydyyfzyfzg   (A2.24) 
となる． 
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第 3章 
コグニティブ無線 
 
環境適応型通信には，環境を認識して最適な通信方式（周波数などのリソース割り
当ても含む）を特定する知能の部分と，その特定された方式に適応変身する機能が求
められる．前者はコグニティブ無線が，後者はソフトウェア無線が担う役割になる．
この後者の機能を，ベースバンド無線の方式で実現しようとするのが，環境適応型ベ
ースバンド無線である． 
本章では本論文で述べている環境適応型無線通信実現のベースとなる技術であるソ
フトウェア無線とコグニティブ無線について述べる． 
 
3.1 ソフトウェア無線 
3.2 項で述べるコグニティブ無線[1]-[5]とは通信環境認知技術とも呼ばれ，電波環境
を認識して周波数・時間ごとの使用効率を考慮し，利用可能な周波数帯を自ら選択し
通信を行うというもので，実現手段としてソフトウェア無線技術の適用が期待されて
いる．そこで，本項では，ソフトウェア無線のハードウェア構成と機能性について述
べる． 
3.1.1 ソフトウェア無線の概要 
ソフトウェア無線とは，ソフトウェアの書き換えでシステム固有の無線仕様を必要
に応じて変更することを可能とするものである[6]．すなわち，高周波増幅器，周波数
変換機，A/D・D/A 変換器，マルチバンドアンテナおよびディジタル信号処理部など
のハードウェアを共通とし，プログラミングにより無線パラメータである変調方式，
送受信周波数，帯域幅，伝送速度などが変更可能となる．簡単に言えば，A/D・D/A
変換器を搭載したパソコンにアンテナがついたイメージである．理想的なソフトウェ
ア無線のイメージを図 3.1に示す[7]-[11]． 
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図 3.1 理想的なソフトウェア無線機のイメージ 
 
3.1.2  サンプリング定理 
ある連続時間信号 )(tx をフーリエ変換し )(X とし，振幅スペクトル )()(  XA 
を持つとする．この信号が， 
 0)( X   m                              （3.1） 
 
を満たす場合，角周波数 mm F 2 ，若しくは周波数 mF で帯域制限されているとい
われる． 
mF [Hz]で帯域制限された信号 )(tx は，サンプリング周波数 mSAM FF 2 によるサンプ
ル値により一意に決定される．この形は，少なくともサンプリング周波数を帯域制限
された信号の上限周波数の 2 倍とすることで，アナログ信号の情報を欠くことなくデ
ィジタル信号として取り込むことができることを示している． 
mSAM FF 2 の場合， SAMF が大きい程，アパーチャ歪みに対する耐性が強くなる．一
方， mSAM FF 2 となる場合においてはエリアシングを生じる． 
サンプリング定理により，サンプリング周波数
SAM
SAM
T
F
1
 でアナログ信号を取り込
む場合を考える．アナログ信号 )(tx の周波数スペクトラム )(X と離散時間信号
)( SAMnTx の周波数スペクトラムは， 
 
 



r
SAM
SAM
Tj
rX
T
ex SAM )(
1
)(     S A MS A M F 2           （3.2） 
DAC
ADC
PC
ディジタル信号
処理部
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となる．この式（3.2）から言えることは， 
 
 サンプリングすると，アナログ信号のスペクトラムが周期的に並ぶ． 
 スペクトラムの周期は， SAMSAM F 2 であり，サンプリング周波数 SAMF が高いほ
ど周期は長い． 
 サンプリング周波数が低いと，スペクトラムが重なる場合がある． 
 
この，サンプリング周波数が低いことによるスペクトラムの重なりをエリアジング，
あるいは折り返し歪みと呼ぶ．エリアジングが発生した場合，元のアナログ信号の情
報が失われていることになる． 
スペクトラムが重なる限界のサンプリング周波数 mSAM FF 2 をナイキスト周波数，
その逆数
SAM
SAM
F
T
1
 をナイキスト間隔と呼ぶ． 
 
3.1.3  A/D 変換のサンプリングの周波数帯と送受信機構成  
受信機においてサンプリングを行う周波数帯として，RF 帯，IF（ Intermediate 
Frequency) 帯，BB(Base Band) 帯の三つがある[12]．それぞれの構成を図 3.2 に示す． 
RF サンプリングは，無線周波数帯を直接 A/D 変換し，すべてディジタル処理する
ものである．無線通信に用いられている周波数は数 GHz 以上であり，超高速の A/D 変
換器が必要となり，DSP(Digita1 Signa1 Processor) の演算処理量が莫大となる[12]-[17]．
第 4章のベースバンド伝送および第 5章の環境適応型ベースバンド無線についても RF
サンプリングを用いている． 
IF サンプリングは，RF 信号をいったんダウンコンバータで IF 帯に周波数変換して
からサンプリングするものであり，実績のあるスーパーヘテロダイン方式の受信機構
成に適用可能である．しかし，BB サンプリングに比べれば高速なサンプリング速度
を持つ A/D 変換器が必要であり，DSP の演算量も大きくなる． 
BB サンプリングは，RF 信号をベースバンド(ゼロ IF) に落としサンプリングするも
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のであり，低速な A/D 変換器で良く，DSP の演算量も少なくなる．しかし，アナロ
グ段に対しては処理が多く，性能の要求条件も厳しくなる．また，システムの全帯域
を一括に信号処理することができず，局部発信周波数をチャネルごとにあわせる必要
がある．  
 
 
 
 
           図 3.2 サンプリング方式と受信機構成 
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3.1.4 マルチバンド RF 受信回路の構成 
コグニティブ無線を実現するには，広帯域での運用を考慮する必要がある．RF サン
プリングでは，前項で述べたとおりハードウェアの性能面が大きな障壁となっており，
現状では IF サンプリングと BBサンプリングを用いた送受信の構成の研究開発が進ん
でいる． 
本項では，マルチバンド RF受信器の構成について，以下の３つの方式について述べ
る[12]． 
 
(1) 切り替え方式 
各周波数に対応する複数のアンプ，フィルタ，ミキサを並べて，運用する周波数に
適宜切り替えて広帯域のマルチバンドの送受信を実現する[18]． 
 
(2) ダイレクトコンバージョン方式 
 ダイレクトコンバージョン方式は，BB サンプリング方式を用いて RF 信号を直接
にベースバンド信号の IQ成分までダウンコンバートする．このため原理的にはイメー
ジが発生しない．しかし，局部発信機の周波数漏れが周波数変換器に再度入力される
DCオフセットの問題点がある[19]． 
 
(3) スーパーヘテロダイン方式 
各周波数の信号をまず IF 帯に落として，チャネル選択を行い，それから検波を行う
方式である．サンプリング方式としては，，IF サンプリング方式と BBサンプリング方
式を用いる[20]．  
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3.2 コグニティブ無線 
3.2.1 コグニティブ無線とは 
近年では移動体通信市場でのモバイル通信機器の利用が拡大され，それに伴う電波
資源の需要拡大により，電波資源の逼迫が各国の課題である．その解決案としてソフ
トウェア技術を活用したコグニティブ無線の実現が期待されている． 
コグニティブ無線とは，周囲の電波利用環境をセンシング(以下，スペクトルセンシ
ング)することにより，使用可能な周波数帯域を『認識』し，最適な通信のパラメータ
を選択する無線通信技術である．コグニティブ無線によって周波数帯域やタイム・ス
ロットなどの無線リソースを適宜利用することにより，周波数の有効利用を図ること
が可能である． 
コグニティブ無線技術を用いたシステムをコグニティブ無線システムと呼び，国際
電機通信連合・無線通信部門（ International Telecommunication Union Radio 
communications Sector: ITU-R）では，①電波の利用状況，地理環境の情報，各国の法規
制，オペレータ等が持つ通信運用のための方針に代表される各種ポリシー及びコグニ
ティブ無線通信システム内の状況等の情報を取得する機能（Obtaining Knowledge），②
それを所定の目的を達成するための運用パラメータ及びプロトコルを決定し，ダイナ
ミックかつ自律的に調整する機能（Decision and Adjustment），③得られた結果から学習
を行う機能（Learning）という三つの機能からなるシステムと定義されている[21]．  
 
3.2.2 ダイナミックスペクトルアクセス 
スペクトルセンシング[22][23]による帯域の利用状況の把握により，利用可能と判断
された帯域を用いる「ダイナミックスペクトルアクセス  (DSA:Dynamic Spectrum 
Access)」[24]-[31]がある． 
スペクトルセンシングによる周波数の状況は以下の三つに分類される[32]-[33]． 
 
・ホワイトスペース 完全に利用されていない帯域 
・グレースペース 部分的に利用されている帯域 
・ブラックスペース 干渉波や無線システムにより全て占有されている帯域 
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ダイナミックスペクトルアクセスは，ホワイトスペースとグレースペースを用いる．
ホワイトスペースを用いる方式はオーバレイ，グレースペースを用いる方式はアンダ
ーレイ方式である[35]． 
アンダーレイとは、図 3.3（b）のように、既存のシステムに割り当てられた周波数
帯に干渉を与えない低電力に広帯域で通信を行う方法である．アンダーレイに適した
変調方式として UWB(Ultra Wide Band)を用いた方式が提案されている．しかし、低電
力のため、近距離通信に限られ低速の伝送レートとなる． 
オーバレイとは、既存システムに割当済みの周波数帯において「空間的」あるいは
「時間的」に既存システムでは利用されていない周波数帯（ホワイトスペース）に高
い信号レベルで通信を行う方式である。アンダーレイと比べて伝送レートが高く
OFDM方式が提案されている． 
  
 
図 3.3 コグニティブ無線の分類 
 
3.2.3 TVホワイトスペースを用いたコグニティブ無線 
上記で述べたダイナミックスペクトルアクセスのコグニティブ無線システムは近年
TVホワイトスペースを利用する目的として開発されている[36]-[38]． 
デジタルテレビ放送は 470M～710MHz の周波数帯域を帯域幅 6MHz の 40 チャネル
が割り当てられている．しかし、地域によっては使用されていないチャネルもある．
その未使用の空きチャネルが TVホワイトスペースである． 
米国では 2008 年に TV ホワイトスペースを免許不要で利用が可能になり，コグニテ
ィブ無線である IEEE 802.22  がある[39]-[41]．日本では、2011年に総務省が「ホワイ
第 3章 コグニティブ無線 
 
 
36 
トスペース特区」を創設することを決定し、同年 7 月に福島県南相馬市がホワイトス
ペースを使ってフルセグ／ワンセグで防災情報を提供する実証実験を許可され、送信
局が開設されている [42]。また，LTE 技術を用いた移動通信システムも NICT（独立
行政法人・情報通信研究機構）で開発されている． 
 
3.2.4 NC-OFDM (Non-Contiguous Orthogonal Frequency Division 
Multiplexing) 
オーバレイ方式で周波数を有効活用できる方式として NC-OFDM方式がある．図 3.4
に示すように NC-OFDM 方式はサブキャリアをＰＵ及び干渉波を避けて，ホワイトス
ペースに信号を離散的に配置し束ねて無線通信を行う方式である．配置しないサブキ
ャリアはヌル値とする[43]-[46]． 
これまでの NC-OFDM 研究では、5GHz 帯の連続する周波数帯域幅 30MHz の中で束
ねた通信が実現されている．そして，広帯域離散 OFDMとして周波数が 270MHzから
430MHzの範囲にある合計 2MHzをまとめた無線通信が実証されている[47]． 
NC-OFDMにより、ひとつひとつの空き周波数帯域幅は小さくても、多数の周波数帯
を束ねることで、必要な周波数帯域を確保することが可能となる。 
 
 
図 3.4 NC-OFDM技術 
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3.2.5 キャリアアグリゲーション(carrier aggregation: CA) 
離れた帯域の周波数を束ねて使用する技術としてキャリアアグリゲーションがある。 
キャリアアグリゲーション技術は、あらかじめ定められている周波数帯に対して、
無線リンクを束ねて利用することが可能である．これに対し、NC-OFDM 技術では幅
広い周波数帯域幅の中で任意に利用する周波数帯を変更し、束ねられることが大きく
異なる． 
LTEは複数のシステム帯域幅(1.4，3，5，10，15，20 [MHz])をサポートし最大 20MHz
の帯域幅をサポートすることにより高ピークデータレートを達成している．
LTE-A(LTE-Advanced)では，LTEと比較しさらなる高ピークデータレートが要求されて
おり，広帯域化が必要とされ，図 3.5 に示すように LTE-A では，サポート可能な最大
送信帯域幅がLTEの最大送信帯域幅である20MHzから100MHzへと拡張されている． 
LTE-A では，LTE からのスムーズなシステムの移行が求められるため，LTE との後
方互換性が求められる.この広帯域化と後方互換性を同時に実現する技術としてキャ
リアアグリゲーション(CA) が用いられる[48] -[51] ．LTE-Aでは，コンポーネントキ
ャリア(Component Carrier：CC) と呼ばれる基本周波数ブロックを周波数軸上に配置す
る．そして端末は CA を用いて，これらを複数束ねて通信を行うことで広帯域化を実
現する．このとき一つのコンポーネントキャリアの帯域幅を LTEの最大帯域幅である
20MHz とすることで，後方互換性を実現できる．図 2.8 のように，LTE 端末はいずれ
か一つの CCを用いて通信を行い，LTE-A端末は CAを用いて最大 5つの CCを組み合
わせて通信を行う.この CA技術により，LTE-Aシステムで LTE端末を収容でき，広帯
域化と後方互換性を同時に実現できる． 
また CAは次の 3 つの方式に分類される. 3 つの方式は，通信事業者等に割当られる
周波数帯域(バンド)に対する CCの位置づけにより，それぞれの方式は異なる． 
 
(1) Intra-band contiguous CA 
同じ周波数バンド内のCCを用いて通信する方式である.バンド幅は 20MHzよりも大
きく，CC は周波数軸上で連続している.連続する広帯域の周波数割当が行われる場合
に適用される． 
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(2) Intra-band Non-contiguous CA 
異なる周波数バンドの CC を複数用いて通信を行う方式であり，たとえば，2GHz 帯
と 800MHz 帯の二つの CC を用いて通信を行う場合に適用される.この方式では，2 つ
の CC を用いて通信を行うことによるスループットの向上に加えて，伝搬環境が異な
る複数のキャリアを用いることによる通信の安定性の向上が実現できるかもしれない
というメリットがある． 
 
(3) Intra-band Non-contiguous CA 
同じ周波数バンド内の CCを用いるが，周波数軸上で不連続な CCを用いて通信を行
う方式である.周波数帯域の割当が断片的である場合や，複数の事業者で共有する場合
に適用される． 
 
 
 
図 3.5 LTEと LTE-Aの帯域幅 
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3.2.6 ヘテロジニアス型コグニティブ無線 
キャリアアグリゲーションと同様に既存システム間の切り替えにより，動的にスペ
クトルを使用する技術として「ヘテロジニアス型コグニティブ無線技術」がある
[52]-[54]． 
具体的には，複数の異なる無線通信システムが同時に存在する環境において，無線
通信端末はいずれのシステムにも対応しており，利用者の要求及び周辺の通信環境に
応じて最適な無線通信システムを選択し，所望の通信容量を確保し，所望の通信品質
で伝送を行う．これらの異なる無線通信システム間のハンドオーバも可能とし，様々
な無線通信システムの使い分けにより，利用者の利便性向上にも貢献できる．また，
既存の無線通信システムのみでは実現不可能な，高速，広帯域通信の要求がある場合
には，複数の無線通信システムを同時利用し，一時的に高速，広帯域通信を提供する
ことも可能とする．これにより，新しい広帯域無線通信システムを導入することなく
高速，広帯域化が実現でき，周波数の利用効率の向上にもつながる．このような利用
方法を実現するために，ヘテロジニアス型のスペクトラム・センシングでは，目的の
無線通信システムの利用可能性を認識する必要がある． 
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3.3 結び 
本章では本論文で述べている環境適応型無線通信実現のベースとなる技術であるソ
フトウエア無線とコグニティブ無線について述べた． 
環境適応型ベースバンド無線は，ダイナミックスペクトルアクセスによるホワイト
スペースを用いることを前提としている．さらに，NC-OFDM と同様に干渉波を避け
て離散的にサブキャリアを配置することができる．本章では，前段階としてそれらの
概要について説明した． 
本研究では，周波数共有型コグニティブ無線の概念に基づき，空き周波数を検出で
きたとして，その結果に基づいて電波環境変化へのシステム適応変身機能を実現する． 
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第 4章 
無線ベースバンド伝送 
 
本論文は，アンテナから放射される高周波数帯を含む全周波数帯をベースバンド信
号とみなして一括ディジタル信号処理する方式をベースバンド無線と呼び，第 5 章以
降でその詳細をまとめる．本章では，その発想の原点となっている北川等が行った無
線ベースバンド伝送[1][2]の概要をまとめる． 
 
4.1 無線ベースバンド伝送とは 
送信する情報量が多くなると，より高い周波数のキャリアを用いる必要が出てくる．
しかし，周波数が高くなると，伝搬上の問題やデバイスの問題も生じてくる．そして
伝送速度が Gbps のオーダになると，情報そのものが高周波成分になってきて，正弦
波に乗せるという操作を行わなくても空間を伝送させることができるのではないかと
いう考えが出てくる[3]．これが無線ベースバンド伝送の概念である．図 4.1 はこのイ
メージである．同図(a)は情報がキャリアによって運ばれる変調信号，その究極は，波
の一山一山に情報を乗せることである(同図(b))．それが，情報そのものをそのまま送
る無線ベースバンド伝送である(同図(c))．これまでの無線伝送とは異なる新たな無線
伝送方式であり，有線伝送で用いられているベースバンド伝送を無線伝送に適用した
ものともいえる．この技術が実用になると，有線伝送と無線伝送をシームレスに繋ぐ
ことも可能となり，本質的に備わった高速伝送性を生かした大容量・高速無線伝送が
実現できる． 
ベースバンド伝送はベースバンド信号を直接に無線伝送するため広帯域を占有する
問題点がある．同様に広帯域の無線システムとして UWBがある[4]-[7]．インパルス無
線タイプの UWB は無線ベースバンド伝送方式とは発祥こそ異なるが，キャリアを用
いないという点では共通している． 
 無線ベースバンド伝送の実証実験では，伝送信号波形に直流成分をもたないマン
チェスター符号化などを用いることにより，この伝送方式が現実的に可能であること
を明らかにしている．一方で，比帯域の意味で，超広帯域なスペクトルをもつこの伝
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送方式は，干渉対策や法的面で，実用化には高いハードルが予想され，そのような問
題が生じない特殊な環境での運用を余儀なくされるであろうという応用上の制約を持
つ． 
 
 
図 4.1 変調信号伝送とベースバンド伝送 
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 signal 
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 modulated signal 
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(c) 
Information 
Carrier 
It is equivalently a 
wireless  baseband  
signal. 
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4.2 インパルス無線 
インパルス無線とは，数 10ps または数 ns のインパルスを情報として伝送する無線シ
ステムである[8]．インパルス列に情報を乗せるには，パルス位置変調－PPM(Pulse 
Position Modulation)，パルス位相変調－BPSK(Binary Phase Shift Keying)およびパルス振
幅変調－PAM(Pulse Amplitude Modulation)の方法がある．また，変調を多値化すれば伝
送速度を上げることができる[9][10]．なお，データが全て 0 または 1 の連続したデー
タだった場合，パルス列が等間隔になるために櫛の歯状の線スペクトル発生し，スペ
クトル電力密度が大きくなる．連続した同一のデータとならないように，データ系列
を拡散系列で拡散する直接拡散スペクトル型インパルス無線が提案されている[11]． 
近年では，広帯域が確保可能なミリ波帯の 70～80GHz 帯を活用して 10Gbits の伝送
に成功し，実用化されている[12]-[14]． 
インパルス無線はインパルス列をキャリアに乗せずにデータ伝送することがベース
バンド伝送と同じであり非常に類似している．しかし，ベースバンド伝送はベースバ
ンド信号を直接無線伝送に用いる無線システムであり，インパルス無線のようにイン
パルス列を変調するような変復調処理は行わない．従って，ベースバンド伝送は有線
やディジタル信号処理デバイスから無線のデータ伝送にシームレスに取り扱うことが
出来る． 
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4.3 UWB の動向 
UWB技術は軍用ではスペクトル拡散による秘匿性と耐妨害性がメリットとして発展
し，近年では低電力を用いるUWB技術の応用で短距離のWPAN (Wireless Personal Area 
Network)として IEEE802.15.3a で標準化が進められていた．主要な提案は，Xtreme 
Spectrum社が提案した DS-CDMA(Direct Spread-Code Division Multiple Access)方式[15]
と intel等の数社が提案した MB-OFDM(Multiband OFDM)方式[16]がある． 
インパルス無線は広帯域を占有し，ペクトル制御の観点から標準化には採用されな
かった．FCC 規定では周波数範囲を 3.1～10.6GHz に限定されている．しかし，この
周波数帯は 802.11a 方式の無線 LAN が使用する 5GHz 帯を挟んでおり、  3.1～
4.9GHz の「ローバンド」と 5.8～10.6GHz の「ハイバンド」に分割されている．従っ
て，周波数軸に対して連続的に広帯域にスペクトラムを占有するインパルス無線は最
終的な候補とはならかった． 
 その後，2006 年 1 月、ハワイで開催された IEEE802.15.3a 会合を最後に標準化
委員会は解散している． 
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4.4 無線ベースバンド伝送の原理 
情報を電圧波形として表しているベースバンド信号は，例えばそのパルス周期が T0
であった場合，おおよそ±1/T0 Hz の範囲に周波数成分を持つ．いかなるアンテナから
も直流信号を放出することはできないので，０Hz 周波数付近の成分を生み出す連続同
一符号（例えば，1，1，1，1 といった）の発生を抑えなければならない．このため，
直流成分を持たないように工夫された符号化がいくつかあり，図 4.2 に示すマンチェ
スター符号もその一つである．マンチェスター符号は２パルス（2 T0）で１ビットを伝
送するので伝送レートは半分になるが，比帯域の大きいアンテナを選べば十分伝送可
能な信号になる．キャリアを用いて情報を伝達する従来の無線システムでは，振幅と
位相を持つ複素数で表される信号（IQ 信号）を，キャリアの振幅と位相に乗せ，実数
領域の信号としてアンテナに送り出すことができるが，無線ベースバンド通信ではキ
ャリアを持たないので，送り出すベースバンド信号も実数領域の信号になる[1][17]． 
図 4.2(c)のスペクトルからわかるように，たとえマンチェスター符号を用いてもその
占有帯域幅は比帯域的な意味できわめて広い．これはすなわち，周囲に電波干渉を与
えるシステムになり，周波数有効利用の観点から，実用性は困難である． 
 
図 4.2 マンチェスター符号と周波数スペクトル 
（直流分が生じていないことがわかる） 
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4.5 実信号の伝送理論 
無線ベースバンド伝送における時間領域の信号表現と周波数領域の表現の関係を図
4.3 にまとめている．実数信号である時間領域信号は，フーリエ変換により正の周波数
と負の周波数に共役の関係を持つ複素数信号として周波数領域で表現できる[1][17]．  
 
 
図4.3 無線ベースバンド伝送の各部の信号 
 
4.5.1 時間領域表現 
線形時不変システムにおける送受信信号の関係は，送信信号 s(t)も，伝搬特性（イン
パルス応答特性）h(t)も，雑音(加法性)n(t)も，受信信号 r(t)もすべて実数であり，次式
の関係式で結ばれる． 
 
)()()()()()()( tntsthtndshtr  


　ττ     (4.1) 
 
ここでτは遅延，○×は畳み込み積分を表す（図 4.3 では熱雑音の付加を省いている）． 
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一方，伝搬特性は，例えば，ネットワークアナライザを用いて周波数特性を測定し
たとすると，周波数の関数として複素数（振幅と位相を持った信号）で求められる． 
4.5.2 周波数領域表現 
時間領域信号と同様にして周波数領域の場合について考えてみると，実数のベース
バンド波形をそのまま伝送する場合には 
 
R(f) = H(f)S(f) ＋ N(f) 
     =  { H＋(f) S＋(f) ＋ N＋(f)} ＋ { H－(f) S－(f) ＋ N－(f)}      (4.2) 
 
となる．ここで，R(f)，H(f)，S(f) ，N(f)はそれぞれ r(t)，h(t)，s(t)，n(t)のフーリエ変
換後の成分を表し，添字の＋と－はそれぞれ正の周波数成分と負の周波数成分を表し
ている．正と負の周波数の概念は実信号のフーリエ変換を扱う場合は必ず考慮しなく
てはならない． 
 
4.5.3 実信号と解析信号 
 r(t)，h(t)，s(t)と R(f)，H(f)，S(f)をそれぞれ一般化して x(t)と，Ⅹ(f)として考える. x(t)
は実信号であり，その解析信号を a(t)とすると a(t)は x(t)のスペクトルの正の周波数部分
を 2 倍にしたものからなる複素信号であり，その実部がもとの信号である実信号に等し
いものとして定義される．すなわち， 
 
)(ˆ)()(2)(
0
2 txjtxdfefXta fj  

       (4.3) 
であり， 
 
Re[a(t)]＝x(t)         (4.4) 
 
と表される．ここで，式(4.3)の右辺 1 番目の係数 2 は式(4.4)を満足させるためのもので
あり，式(4.3)の右辺は 2 番目第 2 項の^はヒルベルト変換を表す．式(4)の Re[]は実部を
とることを表している．実信号の場合，H＋(f)と H＋(f)は複素共役の関係があり，どちら
かの成分が求まれば片方も求めることができる． 
第 4 章 無線ベースバンド伝送 
 
 
52 
4.6 超広帯域伝送の原理実証 
無線ベースバンド伝送の原理実証は，BER 測定の機器構成から非常に困難である．
そこで，チャネル特性(複素数)のみ VNA(Vector Network Analyzers)を使用して実測デー
タを取得し，その他の処理は計算機上で行っている[1]． 
 
4.6.1 BER の計算処理 
一般の無線通信シミュレーションと異なる点は，時間領域の信号を全て実数として
取り扱う．データストリームはマンチェスター符号を用いる． 
作成したデータストリームに対してFFTを行いVNAで取得したチャネル特性データ
と掛け合わせる．この際，VNA 取得データの末尾に FFT されたデータストリーム(実
信号)と除算できるように複素共役分を付け加える． 
 データストリームとチャネル特性を周波数領域で乗算したものに対して IFFT を行
い，時間領域のデータに戻しこれを受信信号とする．この際に BER 特性算出に必要な
受信信号電力も求める．更に受信信号に対して理想的に同期がとれたものとして受信
データを判別し，加法性白色ガウス雑音を加えて送信データとの比較を行いビット誤
りを求める． 
 
4.6.2 解析手法の妥当性 
無線ベースバンド伝送の原理実証では，一般の無線通信で行われる完全な時間領域
シミュレーションと異なり，VNAで測定した周波数領域のチャネル特性を用いて BER
特性評価を行っている．そこで，解析手法の妥当性を証明しなければならない．文献
[12]では，VNA で取得したチャネル特性と，計算機で生成されたさ送信データを FFT
後に周波数領域で乗算し，その後 IFFT を行って得られた時間領域波形が，実際に信号
発生器とオシロスコープを用いて直接時間領域で測定した波形と一致することで証明
している． 
図 4.4 はその実験系である．送信信号にはディジタル信号発生器を，受信機にはデジ
タルオシロスコープ（Digital OscilloScope：DSO）を，また，送受信のアンテナには直
径・高さともに約 1 m のディスコーンアンテナを用いた．このアンテナは 100MHz～
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500MHz帯においてVSWR (Voltage Standing Wave Ratio)が 2.0以下となる広帯域性を有
している．伝送実験は電波暗室内で行い，送受のアンテナを含めた伝送路の周波数特
性はネットワークアナライザで測定した．図 4.5 は実際に伝送した送信信号と受信信
号（b：実線）の波形を示している．パルス幅 2ns，２パルスで１ビットの情報を運ぶ
ので 250Mbps の伝送である．図の範囲では，マンチェスター符号化により
“100010011010111”の情報を送っている．同図(b)の点線はネットワークアナライザで
測定したチャネルの周波数特性をコンピュータに取り込み，計算機内で伝送波形をシ
ミュレーションした結果である．実線と点線の両受信波形が良く一致しているので，
伝送路の特性だけ把握しておけば，実際のデータ伝送特性評価は，計算機内で行うこ
とができることを示している．この後者の方法により，SNR(Signal to Noise Ratio)20dB
で BER 10－3の伝送特性が得られることを確認している[1]． 
 無線ベースバンド通信は，周波数 X GHz で動作する送受信装置で X Gbps オーダの
通信を可能とすることに特徴がある．マルチパス環境には本質的に弱いが，直接波と
マルチパス波電力の比が 15dB 以上であれば，等化や誤り訂正技術を併用せず，BER
が 10－4程度以下で伝送可能である[2]． 
 
図 4.4 無線ベースバンド伝送実験系 
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(a) 送信波形 
 
(b) 受信波形 
 
図 4.5 無線ベースバンド伝送の送信及び受信波形 
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4.6.3 アンテナの比帯域幅と伝送レート 
コンピュータシミュレーションにより，アンテナに求められる帯域幅は，パルス幅
T0の信号に対して，0.2/ T0 < f < 0.6/ T0であればよいことを確かめている[12]．このとき
のアンテナの比帯域幅（帯域幅／中心周波数）は 1.0 になる． 
その後，通過帯域（VSWR＜2dB）が 1GHz～6GHz のディスコーンアンテナ（アンテ
ナ直径，高さとも約 10cm）を新たに試作し，2.5Gbps の伝送を実現している（アンテ
ナを含む実測チャネルの特性を取り入れた計算機シミュレーション実験[1]）． 
以上の結果から，アンテナサイズと伝送速度の関係は以下で与えられる[1][17]． 
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4.7 結び 
本章ではマンチェスター符号を用いた無線ベースバンド伝送の原理について述べた．
そして，無線ベースバンド伝送もインパルス無線と同様に広帯域に占有してしまい他
のシステムへ干渉してしまい周波数有効利用の観点から問題点があることを説明した．
最後に，北川等が行った原理実証実験について説明し良好な BER 特性が得られた事を
紹介した．次章では，この問題点を解決した環境適応型ベースバンド無線について紹
介する． 
第 4 章 無線ベースバンド伝送 
 
 
57 
参考文献 
 
[1] J. Kitagawa，T. Taniguchi，Y. Karasawa，“Wireless baseband transmission experiments，” 
IEICE Trans. Comm.，vol. E89-B，no. 6，pp. 1815-1824，Dec. 2006． 
[2] 北川淳一，谷口哲樹，唐沢好男，“実信号解析を用いた無線ベースバンド伝送のマ
ルチパス環境下での伝送特性，”信学論(C)，vol. J89-C，no. 12，pp. 1066-1078，Dec. 2006. 
[3] 小宮山牧児，“ATR 環境適応通信の研究内容の紹介，” ATR Journ.，vol. 23，pp. 7-10，
1996. 
[4] G. R. Aiello and G. D. Rogerson，“Ultra-wideband wireless systems，” IEEE Microw. Mag.，
vol. 4，no. 2，pp. 36-47，Jun. 2003. 
[5] D. Porcino and W. Hirt，“Ultra-wideband radio technology: Potential and challenges ahead，” 
IEEE Commun. Mag.，vol. 41，no. 7，pp. 66-74，Jul. 2003. 
[6] S. Roy，J.R. Foerster，V.S. Somayazulu，and D.G. Leeper，“Ultrawideband radio design: 
The promise of high-speed，short-range wireless connectivity，” Proc. IEEE，vol. 92，no. 
2，pp. 295-311，Feb. 2004. 
[7] R. J. Fontana，“Recent system applications of short-pulse ultra-wideband(UWB) 
technology，”IEEE Trans. Microw. Theory Tech.，vol. 52，no. 9，pp. 2087-2104，Sep. 2004. 
[8] M. Z. Win and R. A. Scholtz，“Impulse radio: How it works,” IEEE Commun.Lett.，
vol. 2，no. 2，pp. 36-38，Feb. 1998. 
[9] 江島一樹，梅林健太，水谷克也，河野隆二，“Impulse Radio(UWB)の多値化とマルチ
ユーザ干渉除去方法の一検討,”信学技法，SST2001-16，pp. 40-48，Apr. 2001. 
[10] F．Ramirez-Mireles，“Performance of ultrawideband SSMA  using time hopping and 
M-ary PPM ,”IEEE J.Select．Areas Commun.，Vol. 19，no. 6，pp. 1186-1196，Jun. 2001. 
[11] J.R.Foerstar，“The performance of  a direct –sequence spread  ultra-wideband system in 
the multipath，narrowband  interference ，and multiuser interference,”IEEE Conf．Ultra 
Wideband Syst．Tech(UWBST)，pp. 87-91，May. 2002. 
[12] 富士通研究所：毎秒 10 ギガビット超のミリ波帯通信用送信器を開発．
http://pr.fujitsu.com/jp/news/2008/06/19-3.html 
[13] 富士通研究所：世界初！インパルス無線方式で毎秒 10 ギガビット超のミリ波通信
に成功．http://pr.fujitsu.com/jp/news/2009/06/11-1.html 
[14] 富士通研究所：世界最高出力のミリ波 W 帯向け窒化ガリウム HEMT 送信用増幅器
の開発に成功．http://pr.fujitsu.com/jp/news/2010/10/4-1.html 
[15] M．Welborn，M，McLaughlin ，and R．Kohao，“Merger # 2 Proposal DS-CDMA,” IEEE 
P802.15-03/030r0，”Dec. 2002. 
第 4 章 無線ベースバンド伝送 
 
 
58 
[16] WiMedia Alliance，Inc.，“Multiband OFDM physical layer specification,” Release 1.1，Jul. 
2005. 
[17] 唐沢好男，“無線ベースバンド通信：究極のワイヤレス情報通信をめざして，”電
興技報，no. 41，pp. ii-vii，Dec. 2007. 
 
第 5 章 環境適応型ベースバンド無線 
 
 
59 
第 5章 
環境適応型ベースバンド無線 
 
 
第 4 章で述べた無線ベースバンド伝送の問題点を克服した無線システムである環境
適応型ベースバンド無線が提案されている[1]．環境適応型ベースバンド無線は，周波
数軸上にフレキシブルに信号を配置することが可能であり，電波環境変化へのシステ
ムの適応変身が容易に実現できる無線システムである． 
本章では，環境適応型ベースバンド無線の概念を述べた後，環境適応通信を実現す
る送受信の信号処理について述べる． 
 
5.1 ベースバンド無線とは 
5.1.1 ベースバンド無線の概念 
ベースバンド無線は，無線ベースバンド伝送の基本的概念を活かし，かつ，同方式
の隘路となっているスペクトル利用の柔軟性を克服した，すなわち環境適応性に優れ
た方式である．本方式は，ミキサー機能をイメージする陽な意味での変調，すなわち，
周波数のアップコンバージョン概念をもたず，送り出す電波が 100%ディジタル信号処
理で作られている．処理速度の制約から，ベースバンド無線が現時点においてできる
能力は限られているが，ディジタル信号処理デバイスの進歩発展を前提にすれば，ソ
フトウェア無線・コグニティブ無線を具体的に実現する伝送技術になるであろうと期
待できる． 
これらの概念を一体化したワイヤレスシステムとしての，環境適応型ベースバンド
無線である．このイメージを図 5.1 に示す． 
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Baseband Radio
Software Radio Cognitive Radio
All necessary functions
are produced by software 
programming.
Radio congestion is
adaptively solved by
intelligent sensing. 
Radio signal is directly created 
and processed by digital
signal processing.
Advanced Adaptive Communication
(Integration of three Radios)
 
図 5.1 ３つの無線の融合：環境適応通信 
 
5.1.2 ベースバンド信号の定義 
ベースバンド信号の定義として，まず，データストリーム(1，0 信号)に対する，信号
点(複素平面上)へのマッピング(QPSK等)を｢一次変調｣，OFDM やスペクトル拡散を｢二
次変調｣と呼ぶ．これらは，IQ 成分表示で表される複素信号である．ここでは，この
二次変調信号までを｢ベースバンド信号｣と呼ぶ． 
上記のベースバンド信号を，ミキサーを介して高周波に変換するために無変調信号
を｢キャリア｣と呼ぶ．ゆえに，ベースバンド OFDM 信号のようなマルチキャリア変調
信号は，信号全体がベースバンド信号であり，この項で定義している「キャリア」と
は異なる． 
上記で定義される｢ベースバンド信号｣を，D/A 変換器を介して，そのままアンテナか
ら送り出す伝送方式を｢ベースバンド無線｣と呼ぶ． 
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5.1.3 送受信系の構成 
図 5.2 は，種々の送信機構成を示している．同図(a)は，送信機の通常構成で，ディジ
タル変調信号をアナログ高周波回路でアップコンバージョンしてアンテナから送り出
す．同図(b)はオールディジタル無線として文献[2]で紹介されているが，ディジタル信
号処理でのアップコンバージョンの機能を有している． 
同図(c)はビットストリーム，あるいはそれを符号化したデータストリーム（実数信
号）をそのままアンテナから放射するベースバンド無線方式，同図(c)は，データスト
リームをベースバンドで変調し，これを実数信号に変換して，そのまま送り出すベー
スバンド無線方式である． 
ここでは，(c)の構成を「ベースバンド無線（タイプ 1）」，(d)の構成をベースバンド
無線（タイプ 2）」と呼ぶことにする．オールディジタル無線という意味では (c)，(d)
の構成がそれに分類される．それゆえ，本論文での分類では，ベースバンド無線は，
オールディジタル無線の一伝送方式の位置付けになる．電波がディジタル信号処理か
ら直接に生まれるイメージである[1]． 
UWB は図 5.2(c)に分類されるインパルス無線でスタートしたが，与干渉対策の必要
性から，スペクトル制御に優れた MB-OFDM や DS- CDMA 技術を取り入れたシステム
となり，構成的には図 2(a)に分類される．同様に，ベースバンド無線（タイプ 1）に分
類される無線ベースバンド伝送も，スペクトル制御の困難さでは，インパルス無線と
共通する． 
一方，ベースバンド無線（タイプ 2）は変復調機能の信号処理により任意のスペクト
ル配置を実現する機能を備え，ソフトウェア無線・コグニティブ無線の一つの理想形
を示している．  
環境適応型ベースバンド無線は，ベースバンド OFDM 変調により，必要な通信帯域
に信号成分を生成し，その信号をそのまま，アンテナから放射する伝送方式，すなわ
ち，環境適応性に優れたベースバンド無線（タイプ 2）である[1]． 
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図 5.2 送受信系の構成 
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5.2 複素ベースバンド信号の表現 
通常のワイヤレス通信は，搬送波により，IQ 信号の複素ベースバンド信号を伝送す
る．変調された高周波信号そのものは実数領域で表現される信号であるが，搬送波が
位相基準を有するので，搬送波に乗っている信号は振幅・位相で表現できる．すなわ
ち，複素ベースバンド信号をそのまま伝送していると解釈できる．スペクトル利用の
観点からは，帯域幅 B の複素ベースバンド信号（帯域−B/2～B/2 に情報を有する）は，
搬送波周波数 fc を中心周波数とする帯域 B の帯域通過形信号（実数領域信号）として
伝送されていることになる． 
ベースバンド無線は陽な意味でのキャリヤをもたないので，複素数であるベースバ
ンド信号を伝送するイメージをつかみにくい．本論文では，物理的な伝送路，すなわ
ち実数信号領域で表現される伝送路に，複素数で表現される信号を送りたい場合を対
象とする．以下での説明のとおり，帯域 B の複素時間領域信号を，周波数 B/2 の搬送
波（fc=B/2）に乗せて送れば，等価な意味で，複素数情報が伝送できることになる．ベ
ースバンドでの帯域を 2 倍に広げて伝送する方式とも解釈できる． 
送りたい時間領域信号(ベースバンド信号：複素数で表される信号)を sB(t)，これを周
波数 fc の搬送波に乗せて伝送する高周波信号(帯域通過信号：実数で表される信号)を
sRF(t)で表す．－B/2～B/2 に信号成分をもつベースバンド信号のスペクトルを図 5.3 (a)
に，高周波に変換された伝送信号を同図 5.3 (b)にそれぞれ示す．伝送信号は，実数領
域符号であるため，正の周波数成分と負の周波数成分が対となっている[3]． 
ベースバンド信号を，I，Q 成分に分けて複素領域で以下のように表現する． 
 
ｓB(t) = ｓBI(t)+ jｓBQ(t)             (5.1) 
 
これを，搬送波 fcで伝送する場合には，  
 
ｓRF (t)=Re{ｓB (t)exp(j2πfct)} 
=ｓBI (t)cos(2πfct)－ｓBQ (t)sin(2πfct)       (5.2) 
 
となる．ベースバンド信号のうち I 成分はキャリア周波数 fcの基準位相信号 cos(2π
fct)により，Q 成分は直交位相信号 sin(2πfct)により運ばれていると解釈できる．複素ベ
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ースバンド信号を伝送するベースバンド無線方式といえども，この仕組みを超えるも
のではない．この伝送の極限が fc=B/2 であり，これがベースバンド無線の本質になる．
図 5.2 (c)はこのスペクトルを表している．しかし図 5.3 (c)の伝送波形は，周波数 B/2
のキャリアに変調を掛ける意識でなく，ディジタル信号処理の結果として得られるベ
ースバンド波形(ただし実数領域の時間変動波形)であると考えることもできる． 
 
 
図 5.3  ベースバンド信号と変調信号の周波数スペクトル 
  
第 5 章 環境適応型ベースバンド無線 
 
 
65 
5.3  環境適応通信とは 
送受信アンテナ間の伝送路には周波数特性が存在する．その周波数特性によっては，
信号の減衰が大きかったり，位相の変化が急激であったり，または外部からの干渉波
の影響などにより，情報の伝送に適さない周波数帯がある．伝送の際，その周波数帯
を用いると，情報が正しく伝送されず，誤りが生じてしまう．仮に速い伝送速度が出
ていても，エラーが多くては良い通信とはいえない．そこで，伝送路環境が未知の場
合，どの周波数帯を利用すると効率よく伝送が行えるのか，またはどの周波数帯が伝
送には適さないのか，伝送路の利用に適・不適を知り，エラーがなく伝送速度の速い
効率の良い通信を目指すというのが環境適応通信の概念である． 
何らかへ環境認識手段により，利用可能周波数帯を時々刻々把握し，得られたと仮
定するある時間・ある通信における伝送路の電波環境のイメージを図 5.4 に示す．こ
こでは帯域 A，B，C が利用可能周波数帯を表している．伝送路特性の劣化が大きく
利用できない周波数帯を決めるしきい値は点線で示したレベルにある．また，他の通
信からの干渉によって，利用できない周波数範囲も図に示したとおりである． 
 
図 5.4 周波数選択性伝送路と利用可能の周波数帯(イメージ図) 
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5.4 環境適応型ベースバンド無線に適した伝送信号 
環境適応型通信には，環境を認識して最適な通信方式（周波数などのリソース割り
当ても含む）を特定する知能の部分と，その特定された方式に適応変身する機能が求
められる．前者はコグニティブ無線が，後者はソフトウェア無線が担う役割になる．
この後者の機能を，ベースバンド無線の方式で実現しようとするのが，環境適応型ベ
ースバンド無線である．この方式では，高周波帯域の信号そのものをベースバンドの
ディジタル信号処理によって直接生成する．その結果として，あらゆるパラメータ値
が柔軟かつ高速に変化できるので，電波環境変化へのシステムの適応変身が容易に実
現できる．環境適応がベースバンド無線の基本概念は図 5.5 に示す． 
 
 
図 5.5 ベースバンド無線のイメージ 
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5.4.1 ベースバンド無線信号作成と受信の手順 
本項では OFDM 方式によるベースバンド無線伝送方式の送信信号の作成方法につ
いて述べる．図 5.6 に提案方式の具体的手順を示し，以下，同図に沿って説明する． 
 
 
ステップ 1: パイロット信号，あるいは何らかの手段により伝送路の電波環境（周波数
特性）を把握し，図5.6上部のようなイメージで通信に利用可能な周波数帯
を認識する．その結果，fL～fHが利用可能周波数帯域あるとする．なお，こ
こでは，連続した1 つの帯域で説明するが，図5.3 の様に，分離している複
数の帯域であっても同じ様にできる． 
 
ステップ 2：この通信で使用できる周波数帯域の上限を fmaxとする．OFDM のサブチャ
ンネルの周波数間隔をΔf とする．サブチャンネル数の最大数は，fmax/Δf と
なる．要素数 KBを１ブロックとする．サブチャンネル数の最大数が整数と
なるように設定し，KB/2 と置く（KBは偶数）．したがって，データを配分可
能なサブキャリアの数は(fH -fL)/Δf となり，これを N とする．このとき，実
数信号として伝送するためのエイリアシングを防ぐために，ブロックの右
半分(KB/2+1～KB)は０データとなるようブロックを定める． 
 
ステップ 3: 送信データに QPSK などの一次変調を施し，変調シンボル（入力データ
シンボル列）を得る．その入力データシンボル列の N シンボル分を取り出
し，これを 
 
s = [s1，s2，...，sN]    (5.3) 
としている． 
 
ステップ 4: ブロック長 KB のディメンジョンを用意し，入力データシンボル列 s を，
得られた利用可能周波数の情報を基に利用できる周波数帯に対応する位置
(KL∼KH) に配置する．それ以外の部分は 0 データ（=振幅値が 0）とする．
このとき，実数信号として伝送するにあたりエイリアシングを防ぐために，
用意したディメンジョンの後ろ半分以上(図の A2 部分) は 0 データとなる
ようブロックを定める．A2 部分の長さは A2 ≧ A1 でないと，送信信号の
スペクトルにエイリアシングが生じ，本方式はうまく働かない．本論文で
は A1 = A2 として説明する．このデータ系列を次式のベクトル a で表す． 
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a=[a1，a2，a3，････，aKB] 
= [0，0，0，････，s1，s2，s3，････，sN，0，0，････，0]  (5.4) 
 
ステップ 5: 以下の演算を行い，実数系列 b を生成する． 
 
b = Re[IFFT{a}]      (5.5) 
 
ここで Re[·] は，複素数の実部を得る演算，IFFT{} は，数列に逆フーリエ
変換を施す演算である．これらの演算により，時間領域の実数信号に変換
する． 
 
ステップ 6: この送信信号ブロック b をアンテナからそのまま送出する．D/A 変換器
のサンプルレート fs は fs = 2fmax に設定する（A2 = A1 のとき），（A2 ＞ A1 で
は，fs = {(A2 + A1)= A1}fmax）． 
データの切れ目を受信側で認識させるためには通常の OFDM で用いられ
るガードインターバル（サイクリックプレフィックス）を加えれば良い．
この送信ブロックデータの送出時間 TB は，ガードインターバルが TGI 時間
分付加されている場合，TB = (KB=fs) + TGI となり，付加されていない場合，
TB = KB=fs となる． 
 
ステップ 7: 伝送路を経て受信した信号{c} から送信情報を復元する．受信部の A/D 変
換のためのサンプルレートは，fs > 2fmax であれば，ステップ 6 の fs と同じ
である必要はない．サイクリックプレフィックスの周期性を利用するなど
の方法により，データブロック TB 分を切り出し，これにフーリエ変換を施
し d を得る． 
 
d = FFT{c}      (5.6) 
 
このブロック d のブロック a に対応する部分(KL ∼ KH) に，送信したデー
タ系列 s が現れる． 
 
以上の手順を時々刻々繰り返すことにより，電波環境が時間的に変化している状況
でも効率よく通信が行える．この一連の手順から分かるように，送信信号は離散フー
リエ変換をベースとしたディジタル信号処理のみで作成されており，「ディジタル信号
処理機＋アンテナ」という，ソフトウェア無線機の理想に近いものになっている．デ
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ィジタル信号処理で得た信号を RF 帯にアップコンバートするのではなく，そのまま
アンテナから直接送り出すという点で，普通の OFDM とは異なる． 
 
 
図 5.6 ベースバンド無線信号作成と受信の手順 
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5.4.2  TDD（Time Division Multiplexing）方式 
送信機から受信機への伝送路特性は，通常，受信機から送信機への伝送路特性と同
一のものになる．本研究では，同一の伝送路を用いて交互に通信を行うことによって，
送信機は，受信機から電波環境をフィードバックするのではなく，受信機から送信機
へ送られた信号をもとに受信機から送信機への伝送路特性を認識し，その特性を用い
て適応変調のパラメータを決定し，受信機へ送信を行うという，TDD 方式においての
伝送を想定している．ここで TDD 方式の概念を図 5.7 に示す． 
 
図 5.7 TDD 方式の概念 
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5.5 課題 
文献[1]では，OFDM 方式によるベースバンド無線伝送方式を提示し，原理確認のた
め，コイルを用いた磁界結合による伝送実験を行っている．しかしながら，実際の電
波環境(マルチパス伝搬環境，干渉波が存在する環境など)での実現評価や問題点の抽出，
その対策技術にまで及んでいない． 
さらに，環境適応型ベースバンド無線の構成は，ダイレクト RF サンプリング方式で
あり，D/A 変換器や A/D 変換器のサンプリング周波数のサンプリング定理に基づく周
波数範囲内の全てが送受信されるため[4]，所望波以外の信号(干渉波)を広帯域で受信
してしまい，干渉波レベルが，信号電力に比べて非常に強い場合には，受信系の増幅
器に飽和現象が起き，非線形問題に弱い点がある． 
 
5.6 結び 
無線ベースバンド伝送の問題を克服した方式として，環境適応型ベースバンド無線
について述べた．具体的には，環境適応通信に適したベーバンド信号の生成法につい
て説明した．さらに課題として，伝送評価や非線形問題に対する対策が不十分である
ことを述べた． 
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第 6章 
周波数領域パケット通信の提案と空
間伝送評価実験 
 
 
本章では，環境適応型ベースバンド無線の理想の姿として，周波数領域パケット通
信を提案する．また，広帯域アンテナを用いた実空間伝送を試み，電波暗室及び電波
反射箱を用いたマルチパス環境での定量的な評価の結果を述べる． 
 
6.1 究極の環境適応通信：周波数領域パケット通信 
環境適応型通信には，環境を認識して最適な通信方式（周波数などのリソース割り
当ても含む）を特定する知能の部分と，その特定された方式にフレキシブルに適応可
能な機能が求められる．環境適応型ベースバンド無線では，周波数帯域や通信方式の
制御をベースバンドでのディジタル信号処理によって実現する．その結果，あらゆる
パラメータ値が柔軟かつ高速に変化できるので，電波環境変化へのシステムの適応制
御機能が容易であり，極めてフレキシビリティの高い方式である．従って，環境適応
型通信に適した通信システムである． 
究極の環境適応通信とは，時間毎のブロック単位に周波数軸上のデータ配置（すな
わち伝送帯域）や変調方式を変化させる通信方式である．環境適応型ベースバンド無
線の伝送方式(OFDM ベースの伝送方式)に以下に述べる機能を付加することで究極の
環境適応通信が可能となる． 
図 6.1 のように，制御チャネルをあらかじめ定めた周波数帯に設ける．制御チャネル
に，そのブロックでの送信形式の全情報（周波数帯域，サブキャリア間隔，変調方式
など）を乗せる．データブロックは，図 6.1 のように，干渉波帯域の存在や，チャネ
ルの周波数特性を考慮して，伝送効率の高い周波数帯（図の点線のレベルを超える周
波数帯）にデータを配置する．受信側では，この制御チャネルの情報を読んで，受信
信号を解読する．これを環境の変化に応じて適時変更してゆけば，理想の環境適応通
信が実現できる．この伝送方式は，図 6.1 で直感的にイメージされるように，周波数
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軸上で信号 D_A，D_B に分割して送信するため、周波数領域でのパケット通信とみな
せる．ゆえにこの方式を周波数領域パケット通信と呼ぶ． 
図 6.1 の信号 D_A，D_B を別々のユーザに届けたい場合は，制御チャネル情報に行
き先を書き込んでおくことで実現できる．このように，マルチユーザ通信にも，応用
が可能である．また，制御チャネル情報を暗号化しておけば，データ部分を読むため
の鍵が見つからないことになり，極めて秘匿性の高い通信も可能である．このような
応用が，ベースバンド無線の特徴を生かした通信形態であると考えている． 
 
図 6.1 環境適応型周波数領域パケット通信 
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6.2 周波数領域パケット通信の手順 
周波数領域パケット通信は，環境の変化を認識して，リアルタイムにブロック（周
波数領域パケット信号）の構成を組み替えてゆくものである．しかし，次節に示す実
験系の制約（特に高速フィードバック機能実現の困難さ）から，本論文では，時間的
変化をしない環境で，ブロックごとにランダムな信号配置を行うことによって，提案
方式の機能実証を行う．具体的には，以下の手順による．設定パラメータ値の詳細は
表 6.1 に示す． 
 
1) 制御信号チャネルの変調方式は，誤りが発生しないよう BPSK とし，かつ，受信側
で雑音が入らないようにする(今回実験の特別処置)．制御信号には，使用帯域情報と変
調方式の情報を入れる． 
 データチャネルは，サブキャリアの変調方式を QPSK と 16QAM の２種類とし，今回
の伝送実験では，どちらか一つに固定とする． 
 
2) データの割り当て周波数帯域を 1 GHz～1.4GHz とする．サブキャリア間隔をΔfと
し，Δf =100kHz と 10kHz の二つのケースとする．（以下，両方に共通する説明を
100kHz(10kHz)のように，二つをまとめた書き方にする．）１ブロックの時間長は 10μs 
(100μs)である．帯域内を 10MHz(1MHz)のサブ帯域に分け，図 6.2 に示すように，一つ
のブロックでは，３つのサブ帯域にデータを乗せる．fmax =2GHz で設定すると，１ブロ
ックは fmax /Δfの要素数，すなわち，L=4,000 (40,000)となる．この中に，周波数に対応
する位置に合計 300(300)個のデータが配置されることになる． 
 
3) 受信側での復調のために，10MHz(1MHz)のサブ帯域内に，1MHz (100kHz)間隔で，
パイロット信号（スキャッタードパイロット）を入れる． 
 
4) マルチパス遅延に耐性を有するよう L/10 に対応する時間長，すなわち，1μs (10μ
s)のガードインターバルを付加する． 
 
5) 乱数によって，ブロックごとに，データの周波数配置，すなわち，使用サブ帯域位
置を変える．この配置情報は制御チャネルで送られるので，受信側では，ブロック単位
で解読して復調する．（実際の通信では，環境の変化に対してデータ配置が変えられる
が，ここでは，機能実証を目的として乱数によって強制的に変えている）． 
 
6) 送信信号は，次節で示す任意信号発生器から送出するが，そのメモリの制約から 1，
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000 (130) ブロックを，１つのブロック集合とする．これを，周期的に繰り返して，連
続信号とする． 
 
図 6.2 周波数パケット通信における制御チャンネルとデータチャネルの配置 
 
 
表 6.1 送信データの OFDM 信号のパラメータ 
 
第 6 章 周波数領域パケット通信の提案と空間伝送評価実験 
 
 
77 
6.3 送信等化処理 
(1) 送信電力制御 
周波数特性に適応させるもうひとつの対応として，次のものも想定している．図 6.3 
(a) に示すように，得られた電波環境が，利用可能周波数のしきい値を超えていても，
激しい振幅特性を示している場合，エラーが起きてしまうこともある．そこで，図 6.3 
(b) に示すようなチャネル特性の逆特性を持つ信号を生成することで，その伝送路を通
過すれば，受信された信号は比較的にフラットなスペクトルとなり，復調の際もエラ
ーが起こりにくくなると考えられる(図 6.3 (c))．高能率伝送のためには注水定理に基づ
く送信電力制御など様々の方法があるが，本論文では，受信特性が平坦化される
Pre-distortion 方式を採用する． 
 
 
図6.3 送信電力制御のイメージ 
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(2) 位相補正制御 
位相特性の説明として，コンスタレーションを用いる．コンスタレーションは QPSK 
信号などに用いられる．横軸が実数信号，縦軸が虚数信号を用いて表す． 
位相は，tan-1( 虚数／実数) である．したがって，コンスタレーションを用いること
で視覚的に位相を確認できる． 
QPSK 信号の場合，π/2 毎の範囲で信号を認識する．つまり，その範囲外になれば，
エラービットになる．一例として，図 6.4 (a) のように伝搬チャンネルの特性によって，
受信した QPSK シンボルは送信シンボルより αだけずれるとした．そこで，図 6.4 (b) 
に示すような得られた電波環境の逆特性(－α) を持つ信号が，その伝送路を通過すれ
ば，受信された信号は図 6.4 (c) のように，π/4，3π/4，5π/4，7π/4 の配置となり，復調
の際もエラーが起こりにくくなると考えられる． 
 
図 6.4 位相補正制御のイメージ 
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6.4 実験系構成 
 図 6.5 に示す実験構成は表 6.2 に示す実験装置から構成される．A/D 変換器は，USB
ケーブルで，任意波形信号発生器(Arbitrary Waveform Generator：AWG)は GPIB ケーブ
ルで PC と繋がっており，C++プログラミングにより遠隔制御されている．送信信号帯
域は最大 2GHz とするので，AWG のサンプリング周波数を 4GHz に設定した．  
PC で前述したパラメータ(表 6.1)のベースバンド OFDM 信号を生成し，実部を AWG
を介して送信する．受信は，A/D 変換器で 6GHz のサンプリングを行いボード上のメ
モリに一旦貯え (66M サンプル分)，一括受信する．受信データを PC に戻し，復調・
解析する．  
測定は CNR(Carrier to Noise Ratio)をパラメータとして行うが，雑音は図 6.5 に示すよ
うに D/A 変換器(AWG)のもう一つのチャンネルで生成して所望の CNR 値となるよう
ATT でレベルを調整して合成している． 
 上記の実験構成と送受信の手順により電波暗室及び電波反射箱[1]内において，電
波伝送実験を行い BER 特性を計測した． 
 
 
 
 
図 6.5 実験系構成 
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表 6.2  実験装置 
 
 
 
6.5 白色雑音の生成 
白色雑音は実験に使用する周波数帯域の全体において発生しているのであるが，こ
こでは 1000 ブロックの OFDM ベースバンド信号のブロック毎の異なる帯域のみにお
いて生成する．その理由は，周波数帯域全体において白色雑音を生成する場合，D/A 変
換の役割を果たす AWG の出力できる電力が限られるため，白色雑音の周波数当たり
のエネルギーが極めて低くなってしまうため，誤り率を導出することができない．そ
の対策として，先に述べるように，システムの出力する OFDM ベースバンド信号のブ
ロックに応じてそのブロックと同じ周波数帯域のみに白色雑音を生成する．従って，
1000 ブロックの OFDM ベースバンド信号を生成することに応じて，1000 ブロックの
白色雑音を生成し，AWG に転送し，通信の信号と同時に出力する．白色雑音生成方
法は，OFDM ベースバンド信号の生成方法と同じ原理であり，ただし，ディジタル変
調でマッピングされたシンボルの代わりにガウス分布に従ったシンボルを配置するこ
とになる． 
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6.6 広帯域アンテナの設計と特性 
 本研究では，周波数リソースを柔軟に利用できる環境適応型ベースバンド無線を
実現して，1GHz～2GHz の帯域（比帯域 67％）における実空間伝送実験で定量的な評
価を行う．実験を行うために，広帯域をフラットな利得でカバーする超広帯域アンテ
ナが必要になる．そこで，文献[2]で提案している広帯域アンテナを使用帯域 1GHz～
2GHz に再設計して用いた． 
 提案された広帯域アンテナは使用帯域幅を向上させるために，パラレル伝送線路
とダイポールを一体としている．アンテナの構成は図 6.6，図 6.7 に示すように，接地
部分，ダイポールとパラレル伝送線路という三つの部分からなる．本アンテナはガラ
ス・エポキシ（FR4）基板（比誘電率 4.5）で作成した．ダイポールのアームそれぞれ
は異なるアンテナ基板表面に配置され，伝送線路と接続することによって，伝送線路
上の電流がアンバランスになることでアンテナは電磁エネルギーが放射又は吸収でき
るようになる．また，その配置も従来の半波長ダイポールアンテナより大きい帯域幅
をもたせることができる．図 6.8 はアンテナの VSWR のシミュレーション値と測定値
を示している．アンテナの帯域幅は 1GHz～2GHz であり，VSWR が 2 以下である． 
 
図 6.6 実験に用いたアンテナの構成 
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(a) top 
 
(b) bottom 
 
図 6.7 アンテナの写真 
 
  
図 6.8 アンテナの VSWR 特性 
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6.7 有線接続実験 
実空間伝送実験を行う前に，実験系の伝送システムの正常動作を確認する必要があ
る．そのため，先ず有線環境下で動作評価実験を行った．実験構成は図 6.5 と同等で
ある．ただし，アンテナの代わりにケーブルで，D/A 変換機と A/D 変換機を直接に結
んでいる． 
評価に用いる送信信号のパラメータは表 6.1 に示す通り，キャリア間隔 100kHz，使
用帯域は 1GHz～2GHz の帯域に設定し，帯域は 10MHz の 3 つの帯域をランダム選択
し通信を行った．図 6.9 は，実際に送信する先頭 5 ブロックのデータをブロック毎に
フーリエ変換したものである．使用帯域がランダムに作成されている様子が分かる．
このように，使用帯域をランダムに 1000 ブロック作成し，評価実験を行った．なお，
有線で周波数特性はフラットなので，パイロット信号による送信等価処理は行ってい
ない． 
図 6.10 は動作評価実験の結果を示す．図 6.10 からわかるように，サブキャリア変調
方式 QPSK と 16QAM について，理論値とほぼ一致する BER 特性が得られたことか
ら，伝送システム(周波数領域パケット通信を実現するソフトウエアプログラムおよび
送受信系のハードウェア系)の動作は正常であることが示された．また，有線のような
周波数特性がフラットな環境において周波数空間に任意にデータが配置でき，かつ，
環境変化(周波数の利用状況)にフレキシブルに対応できる事が証明できた． 
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図 6.9  送信 1 ユニットの先頭 5 ブロック (キャリア間隔 100kHz) 
 
 
図 6.10 有線接続での実験結果 
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6.8 電波暗室での伝送実験 
フェージングのない環境での空間伝送特性を調べるために電波暗室内での伝送実験
を行なった．電波暗室内の実験風景を図 6.11 に，アンテナ対向のチャネル特性を図 6.12
に示す．電波暗室内のチャネル特性は，VNA で，アンテナ間の S21特性を測定した．
アンテナ間隔は，1.5mである．この測定結果は，アンテナの特性と電波伝搬路の特性
が加わった特性であるが，伝搬経路そのものは暗室内での見通しパスなので，この周
波数特性はアンテナ特性のものである． 
送信信号のパラメータは表 6.1 に示す様に，キャリア間隔 100kHz，使用帯域は 1GHz
～1.4GHz の帯域に設定し，10MHz の 3 つの帯域をランダム選択し通信を行った．な
お，データ送信前にパイロット信号を送受信し，アンテナ間の伝搬特性の把握を行っ
た．送信信号には，パイロット信号から算出した伝搬特性(振幅及び位相)から送信等価
処理を行い送信信号とした． 
結果は，図 6.13 に示す通り理論値とほぼ同等の BER 特性が得られた．CNR が大き
い部分での理論地との 1dB の差は，送信等価処理によるものである．送信等価処理は，
利得の高いチャネルに対し送信レベルを中央値に合わせて一定値にしているため，送
信電力制御によって出力を抑圧している．しかし，白色雑音の出力レベルは利得の高
いチャネルに合わせたため，1dB の差となる．図 6.10 より，10 MHz の帯域幅で，大
部分が約 1dB のレベルの高低差となっている為に，理論地と 1dB の差が現れた． 
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図 6.11 電波暗室での実験風景 
 
 
図 6.12 電波暗室中の通信路の S21 特性 
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図 6.13 電波暗室での測定された BER 特性 
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6.9 マルチパス環境を実現する電波反射箱での実験 
6.9.1 電波反射箱の概要 
 マルチパス環境での伝送特性の評価を行うため電波反射箱(reverberation chamber) 
[1]内のマルチパスリッチ環境で伝送評価を行った． 
この電波反射箱の特徴を以下に示す． 
１）振幅の空間領域および周波数領域での確率分布がレイリー分布 
２）指数関数型の遅延プロファイルを有し，遅延スプレッドの値は，市街地並み（0.6μs）
である． 
３）遅延スプレッドの値は，電波反射箱の床面に適当なサイズの電波吸収シートを置き，
そのサイズを変えることにより制御できる． 
４）到来角度分布が全立体角周囲一様になっていると推定できる．(電波吸収シートを
床面に置いた場合は，水平面で一様) 
 
本実験では，図 6.14，図 6.15 に示すようにアンテナ間隔 1.4mの間の床に電波吸収シ
ートを配置し，遅延スプレッドが約 90nsec 程度になるように調整した．屋内環境での
比較的遅延広がりの大きい環境に相当する[3]．電波反射箱において測定されたアンテ
ナを含む通信路の S21特性は図 6.16 となる．これらの図から，電波反射箱の内部で周
波数的にも空間的にもマルチパスによる激しいフェージングが発生していることがよ
く分かる． 
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図 6.14 電波反射箱の実験風景 
 
 
図 6.15 電波反射箱の中の吸収シートとアンテナの配置 
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図 6.16 電波反射箱中の通信路の S21特性 
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6.9.2 電波反射箱内伝搬環境の統計的性質 
(1) 受信レベルの累積確率分布 
S21 特性から累積確率分布を導出した．導出した電波反射箱の周波数領域でのフェー
ジングの振幅の累積確率分布を図 6.17 に示す．破線は算出した累積確率分布と同じ中
央値を持つレイリー分布理論値の累積確率分布であり，受信振幅レベルの累積分布が
レイリー分布の理論値に近いものとなっており，電波反射箱内のフェージングはレイ
リー分布とみなして良いことが分かる． 
なお，送信アンテナと受信アンテナの設置条件は完全な見通しであり，仲上-ライス
分布になることも考えられる．しかし，次項に示す遅延プロファイルからも明らかな
ように，個々の反射波の減衰が少なくマルチパス波のトータル電力レベルが非常に高
いため，本反射箱では直接波の存在が無視できるレイリーフェージング環境になる． 
 
 
図 6.17 電波反射箱中の受信レベルの累積分布 
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(2) 遅延プロファイルと遅延スプレッド 
S21特性からインパルス応答を導出した．図 6.18 は電波吸収シート配置後の遅延波の
インパルス応答を表す．S21特性から，測定周波数範囲を積分区間として各測定ポイン
トのインパルス応答を算出して電力平均することで遅延プロファイルを得ることがで
きる．遅延スプレッドは式(2.25)から算出することができる．積分区間を 0≦τ≦4μs
として計算した結果，周波数 1GHz∼2GHz 間で約 90nsec であった． 
 
図 6.18 1.0GHz ∼ 1.2GHz 帯で測定した電波反射箱のインパルス応答 
  
0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5 4
x 10
-6
-110
-100
-90
-80
-70
-60
-50
-40
-30
Delay (sec)
R
e
la
ti
v
e
 p
o
w
e
r 
(d
B
)
第 6 章 周波数領域パケット通信の提案と空間伝送評価実験 
 
 
93 
6.9.3 周波数帯ランダム割り当て（送信電力制御なし）による伝送 
表 6.1 に示したパラメータの信号で使用帯域をランダムに伝送実験を行った．その結
果を図 6.19((a)QPSK，(b)16QAM)に示す．両図より，測定された誤り率特性はエラー
フロアになるまでの部分は理論値と一致している．ゆえに，ベースバンド無線方式を
適用した周波数パケット通信は従来の通信と同等な誤り率特性が得ることができると
考えられる． 
なお，フロアが出ているのは遅延スプレッド στ＝90ns の環境で，スキャッタードパ
イロットシンボルの周波数間隔を Δf＝100kHz に対して１MHz，Δf＝10kHz に対して
100kHz としていて，かつ，この帯域内で，検波位相を一定とする簡易受信処理をして
いるためである．これは復調時の処理の問題であり，周波数領域パケット通信の原理
確認と言う意味では，理論通りの動作であり伝送方法の妥当性が明らかになったと言
える． 
  
第 6 章 周波数領域パケット通信の提案と空間伝送評価実験 
 
 
94 
 
(a) QPSK 
 
（b）16QAM 
図 6.19 マルチパス環境での BER 特性（送信電力制御なし） 
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6.9.4 周波数帯適応割り当て(送信電力制御有り)による伝送 
環境適応型ベースバンド無線方式は従来の通信と異なり，環境に応じて適応変身が
容易にできる．環境適応性に優れている事を実証するために，QPSK 方式について，
送信信号を適応配置(周波数特性の良い帯域の選択)し，かつ，バンド毎に受信レベルが
一定となるように送信電力制御を行なった場合の伝送実験を行った．ここでは，事前
にチャネル特性を周波数 1～1.4GHz についてパイロット信号により測定し，伝送特性
の良いチャネルを選択し，そこにデータ信号を配置し，かつ，受信側での受信電力が
一定となるように送信電力制御を行なったものである．このようにすると，受信側に
は，レベル一定でかつ周波数特性の変化の小さい帯域が結果として選ばれるので，図
6.19 に見られたエラーフロアの影響も緩和されて，フェージングのない静特性の理論
値に近づくことが期待でき，図 6.20 は実際にそうなっている．理論値と CNR で固定
的なずれ（約 4dB）があるのは利得の高いチャネルに対し送信レベルを中央値に合わ
せて一定値にしているため，送信電力制御によって出力を抑圧していることによるも
のと考えられる． 
本実験では，通信システムの構成を変えず，キャリア間隔や周波数帯域等のベース
バンド OFDM 信号のパラメータを変更することで，より良い通信結果になることを証
明できた．ベースバンド無線はこのような環境適応性が求められる通信に対して極め
て大きな有効性を有することが明らかになった． 
 
図 6.20 帯域選択と送信電力制御を行なった場合のマルチパス環境での BER 特性
(QPSK)  
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6.10 課題 
本論文では，機能面から，その理想を追求したが，移動通信の GHz 帯電波に対する
ベースバンド通信では，クロック速度 10GHz クラスの A/D 変換器や D/A 変換器が必
要になり，信号処理もこのスピードに追いつくものでないといけない．現時点での技
術では，まだ困難であるが，この種の技術は日進月歩であることを考えると，10 年先，
20 年先には，汎用的なデバイスによって，このレベルは十分達成可能であると期待し
てよいであろう． 
ディジタル信号処理の課題としては，環境適応型ベースバンド無線は，伝送信号自
体は限られた帯域であるが，演算は高周波信号そのものを扱うので，無駄な演算がか
なり含まれている．この信号処理の効率化が研究の課題になる． 
また，マルチパス環境において周波数軸上でフレキシブルに適応可能な高信頼なシ
ステムを実現するために，MISO(Multiple Input Single Output)構成での送信ダイバーシ
チ機能を取り入れ，伝送方式の複雑さを避けるためにパイロット信号を入れない通信
方式(ブラインド信号処理方式)で，かつ，周波数選択性フェージング環境(マルチパス
遅延環境)に耐性を有する差動 Space-Frequency-Block Coding (DSFBC)方式[4]-[7]を適用
が有効である[8]． 
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6.11 まとめ 
本章では，周波数領域パケット通信の概念を提示し，それに基づいたベースバンド
無線，ソフトウェア無線及びコグニティブ無線の技術が一体化した「環境適応型ベー
スバンド無線」の概念構築と具体的な伝送方式の提案を行った． 
環境適応型ベースバンド無線の評価システムを開発し，有線，電波暗室及び電波反
射箱において 1GHz～2GHz の広帯域を使用して原理を実験実証した．有線実験では，
送信等価処理を行わずに広帯域にランダムに信号を配置し，理論値通りの BER 特性が
得られることを示した． 
電波暗室の環境では，伝搬特性は，アンテナ間の特性そのものであるが周波数軸上
で緩やかな特性であり，パイロットシンボルから算出した伝搬特性を用いて，送信等
価処理を行い理論値通りの結果が得られることを示した． 
電波反射箱では，送信等価処理(送信電力制御)を行った場合と行わなかった場合の 2
つの方法で評価した．送信電力制御を行わなかった場合は，レイリーフェージングの
理論値と一致した．帯域を選択し固定し，送信電力制御を用いることで AWGN 環境下
と同じ理論値が得られた．帯域を固定するという意味では，帯域をランダムに使用し
フレキシビリティを評価した先の 3 つの方法とは異なるが，通信システムの構成を変
えずに OFDM 信号のパラメータを環境に応じて適応し，レイリーフェージング環境下
の理論値よりも良好な結果が得られたことから，環境適応性が求められる通信に対し
て極めて大きな有効性を有することが明らかになったと言える． 
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第 7章 
環境適応型ベースバンド無線におけ
る受信系非線形問題とその解決法 
 
  
環境適応型ベースバンド無線は，D/A 変換器や A/D 変換器のサンプリング周波数の
サンプリング定理に基づく周波数範囲内の全てが受信される．従って，所望波以外の
信号(干渉波)を広帯域で受信してしまい[1]-[4]，干渉波レベルが，信号電力に比べて非
常に強い場合には，受信系の増幅器に飽和現象が起き，結果として，信号成分に対す
る OFDM の直交性が崩れ，信号品質劣化を引き起こすことになる．これは，アナログ
信号受信段階で食い止めなければいけないので，広帯域に動作する適応型の高周波フ
ィルタが必要になる．本章では，非線形問題とその解決法について，適応フィルタを
設計し，干渉波の検知からフィルタの動作について実験により定量的評価を行った． 
 
7.1 非線形現象実験 
環境適応型ベースバンド無線において，広帯域に強い干渉波を受信した場合，どの
帯域であっても非線形現象が生じる．そこで，環境適応型ベースバンド無線における
非線形現象と干渉波の周波数依存性を確認するために実験を行った． 
7.1.1 実験構成と各パラメータ 
図 7.1 に本稿で用いる増幅器の特性を示す．図の特性から入力レベルが－5dBm 以上
になると 1.25GHz の入出力レベルは P1dBとなり急激に飽和している．従って，－5dBm
を IBO の算出に用いる線形領域の最大入力電力値とする． 
実験構成を図 7.2 に示す．送信信号のパラメータは表 7.1 に示す．干渉波は地上デジ
タル放送の規格である ISDB-T(Integrated Services Digital Broadcasting Terrestrial)を用い
る．干渉波のパラメータは表 7.2 に示す．周波数の依存性を確認するために，干渉波
は中心周波数 1.3GHz，1.4GHz，1.5GHz の 3 つの場合を実験した． 
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図 7.1 増幅器の入出力特性 
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図 7.2 非線形現象実験系の構成 
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表 7.1 OFDM 信号のパラメータ(非線形現象実験) 
 
 
表 7.2 干渉波のパラメータ 
 
  
ISDB-Tモード Mode3
総キャリア数 5617
キャリア間隔 0.992ｋＨｚ
シンボル数 204
シンボル長 1008μ s
帯域幅 5.572 ＭＨｚ
ＱＰＳＫ(1セグメント)
64QAM(12セグメント)
変調方式
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7.1.2 実験結果 
図 7.3 に，線形領域と非線形領域の場合のスペクトル表示を示す．図 7.3(b)のスペク
トルは干渉波及び所望波の帯域が広がり，1.43GHz 付近に所望波の折り返しが確認で
きる．各帯域の広がりは，各帯域の OFDM のサブキャリアによる相互変調，1.43GHz
のスペクトルは干渉波と所望波による相互変調によるものである． 
図 7.4 の BER 特性から，各周波数の干渉波において同等の特性を示しており，OFDM
信号に対しては周波数の依存性は確認できなかった．従って，環境適応型ベースバン
ド無線での広帯域受信では，干渉波がどの周波数帯域に受信されても OFDM のサブキ
ャリア間の相互変調によって信号が劣化してしまうと推測できる． 
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(a) 所望波のみ(1.57GHz-1.58GHz) 
 
 
(b) 干渉波(1.4975GHz-1.5025GHz) 
図 7.3 非線形現象実験でのスペクトル表示 
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図 7.4 非線形現象実験での BER 特性 
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7.2 干渉波における環境適応動作 
受信機に対して帯域内に強い信号が入射した場合，増幅器が持つ非線形特性によっ
て飽和が起こり，信号の劣化が生じる．そこで，高周波帯アナログ信号段階で干渉波
を抑圧するために，広帯域に対応できる簡易構造のアダプティブ・フィルタが必要に
なる．しかし，フィルタを使うことによってデータ信号にも影響を及ぼしてしまうの
で，ベースバンド無線の特徴である環境適応性を生かして，信号をフィルタの影響を
受けない帯域へ移動させる．環境適応フィルタの適応動作イメージを図 7.5 に示す． 
7.2.1 環境適応動作 
干渉波に対して以下の手順で環境適応する． 
１）非線形領域の検知 
A/D に入力時に電圧から OBO の値を算出し，非線形領域の確認 
２）干渉波の検知 
FFT 後，所望波のレベルを基準として，周波数軸で基準値レベル以上の干渉波の
帯域を検知し任意の周波数幅に設定干渉波領域を決定 
３）フィルタの動作 
干渉波の中心帯域にノッチ型のフィルタの谷の部分を合わせる． 
４）所望波の周波数帯の変更 
データ信号の帯域がフィルタの減衰の影響を受ける場合においては，送信側にお
いて使用帯域をフィルタの影響を受けない帯域に移動する． 
 
 
図 7.5 環境適応フィルタの動作 
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7.2.2 バンドリジェクション適応フィルタ(環境適応フィルタ) 
本研究で用いるバンドリジェクション適応フィルタには，任意の周波数位置に，任
意の帯域幅でヌルを持ち，かつ，それを自由に制御できる機能が求められる．このよ
うな理想的なフィルタは，実現が難しいため，それ自体が研究開発課題になっている
[5]． 
ここでは，干渉波の抑圧に際して，ある程度の抑圧，すなわち，干渉波信号を非線
形問題が発生しない程度に抑圧できればよく，深いヌル特性は要求されない．また，
干渉信号の周波数にヌルを作る特性が，信号成分に影響を与える場合には，ベースバ
ンド無線の特徴を生かして，他の周波数帯に信号成分を移し替えることができるので，
フィルタ特性の形状についても，制約条件は少ない．このため，本論文では，図 7.6
に示す最も基本的で簡易な構成のノッチフィルタで検討する．ここで，遅延器の遅延
量を，移相器の移相量を，とする． 
 フィルタのインパルス応答を h()，入出力信号を，それぞれ，x(t)，y(t)とすると，
フィルタ出力は，以下の式で表される． 
)()()( txthty            (7.1) 
ここで，は畳み込み積分である．ベースバンド無線では，全て実数信号を取り扱
っているので，h，x，y 共に，実数信号であるが，実数信号表現でのインパルス応答
表現は，式が複雑になるので，以下では，諸量が複素数で表現される等価低域通過系
表現（複素ベースバンド表現）で説明する．h，x，y の，等価低域通過系表現を hB，
xB，yB とすると，これらの関係は，(x)式と同様に，以下で表される． 
)()()( txthty BBB            (7.2) 
 適応フィルタのインパルス応答は 
  jB ebbh )()()( 21    (7.3) 
ここで，は，デルタ関数である． 
 フィルタの周波数特性を表す伝達関数 T はインパル応答のフーリエ変換で求めら
れ次式となる． 
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  dehfT fjBB 


 2)()(  
)2(
21
  fjebb          (7.4) 
b1 = b2 =1 とすると，周波数特性の振幅は 
 )2cos(12)(   ffTB            (7.5) 
であるので，ヌル点は 1/の周波数間隔で現れる．また，ヌル点の周波数を f 0とし
たい場合には，移相量は，(2f0±1)とすればよい． 
 実際の遅延器の遅延量や移相器の移相量は，周波数特性をもっているので，上記
表現は非常に理想化したものであるが，本論文の検討には，これで十分なので，この
表現式で考える．フィルタのヌルの間隔を変えたい場合には，すなわち，ヌルの帯域
幅を変えたい場合には遅延量を，ヌル位置を変えたい場合には，移相量を制御
すればよい． 
 実際に遅延量は，ケーブル長で調整しヌル点の周波数間隔 0.56GHz のフィルタ
を作成した．図 7.7 に作成した環境適応フィルタの特性を示す． 
 
図 7.6 環境適応フィルタの構成 
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(a) ノッチ移動前 
 
(b) ノッチ移動後 
図 7.7 環境適応フィルタの特性の例 
 
7.2.3 干渉波の検知 
干渉波の検知について以下に手順を示す． 
1) 受信時に 1block 毎の OBO を計算し，受信時に線形・非線形領域の判断を行う． 
2) OBO が非線形領域である場合，FFT 後にサブキャリア毎の振幅スペクトルを計算する． 
3) 所望波の振幅スペクトルの強度を閾値として，所望波以上のスペクトルをピックアップ
する． 
4) ピックアップした周波数の内に一番大きい周波数に対してフィルタのノッチを合わせ
る． 
5) 広帯域の干渉波の場合は，閾値以上の連続スペクトルの中心をフィルタのノッチの位置
とする． 
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7.3 干渉波における環境適応動作の有線実験 
 強い干渉波に対する環境適応動作とその効果を実証するために，実空間実験の前
に有線実験を行った．実空間ではマルチパスの影響も加わるので，環境適応動作と環
境適応フィルタのみの評価を行うことができない．そこで，有線での周波数特性がフ
ラットな環境で，強い干渉信号の検知およびその周波数の算出，干渉波の周波数に合
わせた環境適応フィルタの動作，送信信号をフィルタの影響を受けない周波数帯域へ
と移動させる，というこの 3 つの環境適応動作のそれぞれの特性を評価する． 
7.3.1 実験系構成及び手順 
実験構成図 7.8 を用いて，機能実証実験を行った．パラメータの信号(表 7.3)を生成し，
有線で伝送実験を行い BER 特性を計測した．同図に示す通り，PC で作成したベース
バンドOFDM信号の実部を任意波形信号発生器を介して送信し，A/D変換器で受信し，
受信データを PC に戻し，復調・解析する．送信信号帯域は最大 2GHz であるので，
AWG のサンプリング周波数を 4GHz に設定した．A/D 変換器は 7GHz のサンプリング
を行いボード上のメモリに一旦貯えた．A/D 変換器は，USB ケーブルで，AWG は LAN
ケーブルで PC と繋がっており，C++プログラミングにより遠隔制御されている． 
測定は CNR をパラメータとして行うが，白色雑音は PC 内で生成して所望の CNR 値
となるようレベルを調整して合成している．なお，白色雑音のレベルは，フィルタ未
動作時の干渉波の無い所望波のみの時に測定した信号レベルを用いる． 
干渉波は，表 7.2 に示すパラメータを用いて DMSG から送信する．実験は，干渉な
しの場合と干渉波を A~F に従って強度を弱めて実施した．表 7.4 に各動作時の IBO 値
を示す．手順は 7.2.1 項の環境適応動作と同じである． 
所望波として中心周波数 1.465GHz 及び 1.655GHz に帯域幅 10MHz のベースバンド
OFDM 信号を生成し，中心周波数 1.5GHz に帯域幅 5MHz の強い干渉波を入射した． 
干渉波検知後，帯域を移動して使用帯域は中心周波数 1.215GHz 及び 1.25GHz となる． 
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図 7.8 干渉波における環境適応動作の有線実験系構成 
 
 
 
表 7.3 有線実験での送信データのパラメータ 
 
 
 
表 7.4 有線実験での各動作時の IBO 値 
 
  
 
帯域移動前 帯域移動
干渉波なし 29.12 43.09 27.96
A -0.67 38.50 27.54
B 0.38 38.87 27.65
C 1.62 39.20 27.25
D 2.60 39.61 27.44
E 3.08 40.44 27.55
F 3.97 40.42 27.72
フィルタ動作時
のIBO(dB)
フィルタ未動作時
のIBO(dB)
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7.3.2 実験結果  
(1) フィルタ未動作時 
スペクトラム表示の図 7.9 から希望信号と干渉波の帯域の前後に増幅器の非線形性
による相互変調成分が確認できる．この相互変調成分が発生しているため，特性が急
激に劣化したことが図 7.10 の BER 特性からわかる． 
BER 特性は，A から F に従がって特性が良くなっており，IBO の値と比例している．
また，干渉波が流入時点で受信機側は OBO を測定し，非線形領域なのか判定する．受
信時に測定した OBO の結果を表 7.5 に示す．  
 
表 7.5 有線実験での各動作時の OBO 値 
 
 
 
帯域移動前 帯域移動
干渉波なし 27.80 36.67 25.21
A 2.47 35.32 24.97
B 2.83 35.54 24.92
C 3.30 35.75 24.97
D 3.94 35.99 25.03
E 4.65 36.17 25.07
F 5.30 36.35 25.08
フィルタ未動作時
のOBO(dB)
フィルタ動作時
のOBO(dB)
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(a) 所望波のみ 
 
 
(b) 飽和状態 
図 7.9 有線実験時スペクトル 
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図 7.10  有線実験時の BER 特性 
 
(2) フィルタ動作時 
所望波の振幅レベル－15dBm を閾値として，干渉波を検知後に，環境適応フィルタ
を用いて干渉波を減衰させた．図 7.11 から，干渉波の信号が減衰しているのはノッチ
型フィルタの周波数特性によるものであることがわかる．また，使用周波数の 1.46－
1.47GHz の所望波は，フィルタの周波数特性に沿って斜めのカーブを描いており，信
号のレベルが－10dB から-28dB となり，約 18dB も減衰している． 
図 7.12 に示す BER 特性は理論値よりも右にずれており，18dB 劣化している．これ
は，所望波がフィルタによる影響で減衰した値と BER 特性の劣化した値が一致してい
ることからフィルタのよる減衰によるものである． 
IBO 値は 38dB～42dB となり，非常に高い値であり増幅器の入出力特性は線形領域で
ある．図 7.12 の BER 特性からも分かるようにフロアが無くなり，非線形現象の影響
がないことが分かる． 
以上から，干渉波の帯域にノッチフィルタを動かすことにより非線形現象の影響が
無くなり，特性は少し改善されたことが分かる． 
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図 7.11 有線実験でのフィルタ動作時におけるスペクトル(帯域移動前) 
 
 
図 7.12  有線実験でのフィルタ動作時における BER 特性 (帯域移動前) 
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(3) フィルタ動作時(使用帯域移動) 
環境適応性を用いて，希望信号をフィルタに影響されない周波数帯域へ移動させる．
その様子を図 7.13 に示す．図 7.11 の帯域移動前は，所望波のスペクトルは約－30dBm
と約-15dBm であったが，それぞれ約-10dBm 付近まで上がっている．このスペクトル
電力の値は図 7.9(a)の所望波の時とほぼ同じ値であり，フィルタの影響を受けていない
ことが分かる． 
BER 特性は図 7.14 に示す通り強い干渉波環境でも理論値と同等の特性が得られ，フ
ィルタによる希望信号の減衰を抑えられたことが確認できた． 
最後に図 7.15 にまとめとして干渉波 Aにおける有線実験での各環境適応動作の BER
特性を一つの図にまとめた．図 7.15 から分かる様に，強い干渉信号の検知およびその
周波数の算出，干渉波の周波数に合わせた環境適応フィルタの動作，送信信号をフィ
ルタの影響を受けない周波数帯域へと移動させる，というこの 3 つの環境適応動作の
手順により良好な結果が得られた事が分かる． 
 
 
図 7.13  有線実験でのフィルタ動作時におけるスペクトル（帯域移動後） 
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図 7.14  有線実験でのフィルタ動作時における BER 特性 (帯域移動後) 
 
 
 
図 7.15 干渉波 A における適応動作の各段階での BER 特性 
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7.4 干渉波における環境適応動作の電波反射箱での伝送実験 
環境適応型ベースバンド無線は，マルチパス環境等の実空間での伝送システムであ
る．そこで，前項での有線実験の結果を踏まえて，本項ではマルチパス環境下での干
渉波における環境適応動作の評価を行う．伝送実験はレイリーフェージング環境を実
現するために電波反射箱内で行った． 
 
7.4.1 電波反射箱での実験系の構成 
 実験構成を図 7.16，図 7.17 に示す．実験構成は各信号発生器からフィルタ間のケ
ーブルを広帯域アンテナに変更した以外は有線実験とほぼ同等である．異なるのは電
波反射箱の実験では，環境適応フィルタによる減衰を補うために入口に LNA を 1 つ追
加した．また，電波吸収材は 0 枚にして伝送実験を行った． 
伝送評価で遅延スプレッドの影響により，BER 特性のフロアの値が上昇することが
考えられる．本原理実証においては，マルチパス環境での干渉波に対する環境適応動
作の原理実証であるため，フロアの発生は遅延スプレッドの影響ではなくて増幅器の
非線形性による影響として評価したい．そこで，事前に伝搬特性(位相特性のみ)を知っ
ているものとして受信時に各サブキャリアの伝搬特性による位相回転を補正した． 
 実験パラメータは，使用周波数帯域が帯域移動前が 1.28-1.33GHz，移動後が
1.15-1.2GHz である．干渉波の中心周波数は 1.35GHz である．その他は表 7.1 と同じで
ある．実験手順は有線実験と同じように行う．表 7.6 に各 IBO の値を示す． 
 
図 7.16 電波反射箱での干渉波における環境適応動作の実験系構成 
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図 7.17 電波反射箱の中の非線形実験系のアンテナの配置 
 
 
表 7.6 電波反射箱での環境適応フィルタの各動作時の IBO 値 
 
  
帯域移動前 帯域移動
干渉波なし 17.95 33.95 16.63
A 3.39 32.47 16.42
B 5.45 33.23 16.49
C 6.24 33.23 16.55
D 8.05 33.24 16.50
E 9.15 33.43 16.50
F 9.91 33.66 16.53
フィルタ動作時
のIBO(dB)
フィルタ未動作時
のIBO(dB)
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7.4.2 電波反射箱の特性 
電波反射箱の特性は，図 7.18～7.20 に示す．図 7.18 のインパルス応答から遅延スプ
レッドは 0.384μsであり，第 6 章での空間評価実験で用いた 13 枚の時よりも約 4 倍の長
さである．電波反射箱において測定されたアンテナを含む通信路の S21特性は図 7. 19
となる．S21特性からインパルス応答及び累積確率分布を導出した．電波反射箱の周波
数領域でのフェージングの振幅の累積確率分布を図 7.20 に示す．図 7.20 より，受信振
幅レベルの累積分布がレイリー分布の理論値に近いものとなっており，電波反射箱内の
フェージングはレイリー分布とみなして良いことが分かる． 
 
 
図 7.18 1.0GHz ∼ 2.0GHz 帯で測定した電波反射箱のインパルス応答(電波吸収材 0 枚) 
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図 7.19 電波反射箱中の通信路の S21 特性(電波吸収材 0 枚) 
 
 
図 7.20 電波反射箱中の受信レベルの累積分布(電波吸収材 0 枚) 
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7.4.4 実験結果 
(1) フィルタ未動作 
図 7.21(a)は干渉波が無い時のスペクトルである．相互変調や高調波は確認されない．
図 7.21(b)は干渉波が受信された時のスペクトルである．図 7.21 から希望信号と干渉波
の帯域の前後に増幅器の非線形性による相互変調成分が確認できる． 
図 7.22 に示す実験結果の BER 特性は，干渉波が無い時の特性は，レイリーフェージ
ング時の理論値と一致しており，非線形の影響が無いことが分かる．この相互変調成分
が発生しているため，特性が急激に劣化したことが図 7.22 からわかる． 
 受信時に非線形領域の検知を行うために OBO の測定を行った．表 7.7 が測定結果で
ある．OBO値が 12以下の時，FFT実施後に所望波のレベル以上の周波数帯域を検知し，
環境適応フィルタのノッチを合わせる中心周波数を算出した． 
 
表 7.7 電波反射箱での環境適応フィルタの各動作時の OBO 値 
 
帯域移動前 帯域移動
干渉波なし 17.80 31.54 15.21
A 4.66 31.29 15.69
B 6.01 31.31 15.71
C 6.78 31.43 15.69
D 8.45 31.46 15.68
E 9.43 31.48 15.65
F 10.31 31.54 15.69
フィルタ未動作時
のOBO(dB)
フィルタ動作時
のOBO(dB)
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(a) 所望波のみ 
 
 
(b) 飽和状態 
図 7.21  電波反射箱でのスペクトル 
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図 7.22  電波反射箱での BER 特性 
 
(2) 環境適応フィルタ動作時(帯域移動前) 
所望波の振幅スペクトルのレベルを閾値として，干渉波を検知後に，環境適応フィ
ルタを用いて干渉波を減衰させた．図 7.23 から，有線実験時と同じように干渉波の信
号が減衰している．また，希望信号がフィルタの周波数特性に沿って斜めのカーブを
描いて減衰していることも信号の形から読み取れる． 
図 7.24 に示す BER 特性は図 7.22 と比較して，フロアの位置が全て一致しており，非
線形現象の影響が無くなっている.レイリーフェージングの理論値との 13dB の差は，
図 7.23に示すフィルタ動作時におけるスペクトルを見ると所望波の振幅スペクトルの
レベルが-10～-15dB 付近に在り，図 7.21(a)に示す所望波の振幅スペクトルのレベルが
0～-5dB 付近であることから，環境適応フィルタの減衰による影響である． 
以上から図 7.24 の BER 特性が示すように，有線実験時と同じように干渉波の帯域に
ノッチフィルタを動かすことにより特性は少し改善されたことが分かる． 
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図 7.23 電波反射箱でのフィルタ動作時におけるスペクトル（帯域移動前） 
 
 
図 7.24  電波反射箱でのフィルタ動作時における BER 特性 (帯域移動前) 
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(3) フィルタ動作時(帯域移動) 
環境適応性を用いて，希望信号をフィルタに影響されない周波数帯域へ移動させる．
その様子を図 7.25 に示した．図 7.23 の帯域移動前は，所望波のスペクトルは約－
15dBm であったが，約-5dBm 付近まで上がっている．このスペクトル電力の値は図
7.21(a)の所望波の時とほぼ同じ値であり，フィルタの影響を受けていないことが分か
る． 
図 7.26 に希望信号の周波数帯域を移動後の BER 特性を示す．強い干渉波環境でも理
論値と同じ傾きであり，BER 値 10-3まで理論値と一致している．尚，フロアが出てい
るのは遅延スプレッドの影響であると考えられる． 
最後に図 7.27 にまとめとして干渉波 A における電波反射箱での各環境適応動作の
BER 特性を一つの図にまとめた．以上から，レイリーフェージング環境下おいてもフ
ィルタによる希望信号の減衰を抑えられたことが確認できた．また，図 7.27 から分か
る様に，強い干渉信号の検知およびその周波数の算出，干渉波の周波数に合わせた環
境適応フィルタの動作，送信信号をフィルタの影響を受けない周波数帯域へと移動さ
せる，というこの 3 つの手順による新たな環境適応動作の効果が実証された． 
 
 
図 7.25  電波反射箱でのフィルタ動作時におけるスペクトル 
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図 7. 26  電波反射箱でのフィルタ動作時における BER 特性(帯域移動後) 
 
 
 
図 7.27 電波反射箱での干渉波 A における適応動作の各段階での BER 特性 
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7.5 課題 
本論文で提案した環境適応動作は簡易的な検知法と構成のフィルタにより単一の強
い干渉波に対して効果を示した．しかし，干渉波が低いレベルでも複数帯域に存在す
る場合は増幅器の合計入力電力が非線形に成ることも考えられる．今後は，広帯域に
干渉波を検知し，複数の帯域の干渉波を減衰させるフィルタが必要であろう． 
環境適応動作において，干渉波の検知から環境フィルタの動作，使用帯域の変更ま
で一括して伝送部の PC が行っている．しかし，図 7.28 に示すような構成で，フロン
トエンド部に簡易的なスペクトルセンシング部を設けることで，PC の処理量の負担を
減により，環境適応性に優れたシステムとなると考えている． 
 スペクトルセンシング部（例えば FPGA 及び適応フィルタ）は，復調・復号処理
を行はないため，簡易な処理によりリアルタイムで認識を行う．干渉波を検知後，適
応フィルタの制御及び干渉波の情報をデータ伝送部（PC）に伝送する．データ伝送部
は，スペクトルセンシング部から干渉波の情報を入手した場合，適時，使用帯域を変
更する．スペクトルセンシング部を追加するメリットは，毎回行っていたセンシング
の処理をフロントエンド部の DSP が行うことで，データ伝送部の処理容量が減る．デ
ータ伝送部の A/D 変換機は信号受信のためにオーバーサンプリングで，スペクトルセ
ンシング部は 2 つの A/D 変換機を用いてアンダーサンプリングで簡易に推定する方法
も提案されている[6]．今後，簡易的な構造及び信号処理が高速で行える低サンプリン
グでの信号処理技術が必要とされるであろう． 
  
 
図 7.28 新提案型ベースバンド無線の構成 
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7.6 まとめ 
本章では，環境適応型ベースバンド無線の干渉波による非線形問題を提示し，解決
策として環境適応フィルタを設計し，干渉波の検知から干渉波のフィルタリングまで
の環境適応動作を提案した． 
原理実証としては，有線実験と電波反射箱において各動作の BER 特性を測定し評価
を行った．結果，増幅器を飽和させる強い干渉信号であっても，検知および周波数を
算出し環境適応フィルタにより干渉波を減衰させ理論値通りの BER 特性が得られた．
以上から，環境適応フィルタの効果と干渉波に対する環境適応動作が原理実証された． 
 今後の課題としては，干渉波が低いレベルでも複数帯域に存在する場合は増幅器
の合計入力電力が非線形に成ることも考えられる．今後は，広帯域に干渉波を検知し，
複数の帯域の干渉波を減衰させるフィルタが必要である． 
フロントエンド部に簡易的なスペクトルセンシング部を設けることで，信号処理部
の処理量の負担を減により，環境適応性に優れたシステムとなると考えている．今後，
スペクトルセンシング部は簡易的な構造及び信号処理が高速で行える低速サンプリン
グでの信号処理技術が必要とされるであろう． 
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第 8章 
結論 
 
本研究では，周波数空間に任意にデータが配置でき，かつ，環境変化にフレキシブ
ルに対応する周波数領域パケット通信の概念を提示し，その概念を実現する通信シス
テムとして，デｨジタル信号処理で得た信号を直接 D/A 変換器に送り出し，電波領域
を含む高周波帯域信号そのものもベースバンド信号として扱うベースバンド無線，ソ
フトウェア無線及びコグニティブ無線の技術が一体化した「環境適応型ベースバンド
無線」の構築と具体的な伝送方式に関する研究をまとめている. 
 
第 2 章から第 3 章は本研究を行う際に基本事項となる OFDM による信号の伝送の原
理について，また本研究の究極の到達点に繋がるソフトウェア無線・コグニティブ無
線技術の概要について述べている. 
第 4章は本研究の原点になるベースバンドの連続波形(アナログ波形)を実空間に放射
する「無線ベースバンド伝送」の原理と超広帯域なスペクトルを連続的に占有するた
め，干渉対策や電波法的な面で応用上の問題があることを述べている.第 5 章では，無
線ベースバンド伝送の問題点を克服した無線システムである環境適応型ベースバンド
無線の概念を述べた． 
本論文の第 6 章から第 7 章は本研究の成果を通して新たに明らかとなった内容につ
いて議論している．以下に本研究の成果を述べる． 
 
本論文第 6 章では，環境適応型ベースバンド無線の理想の姿として，制御チャネル
を用いた周波数領域パケット通信のイメージを提示し，電波暗室及び電波反射箱を用
いたマルチパス環境で定量的評価を行い，周波数領域パケット通信に適した方式であ
ることを実証している. 
環境適応型ベースバンド無線の評価システムを開発し，有線，電波暗室及び電波反
射箱において 1GHz～2GHz の広帯域を使用して原理を実験実証した．なお，各実験系
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において，広帯域にランダムにデータ信号を配置して伝送実験を行った． 
有線実験では，送信等価処理を行わずに広帯域にランダムに信号を配置し，理論値
通りの BER 特性が得られた． 
電波暗室の環境では，伝搬特性は，アンテナ間の特性そのものであるが周波数軸上
で緩やかな特性であり，パイロットシンボルから算出した伝搬特性を用いて，送信等
価処理を行い理論値通りの結果が得られた． 
電波反射箱では，送信等価処理(送信電力制御)を行った場合と行わなかった場合の 2
つの方法で評価した．送信電力制御を行わなかった場合は，レイリーフェージングの
理論値と一致した．帯域を選択し固定し，送信電力制御を用いることで AWGN 環境下
と同じ理論値が得られた．帯域を固定するという意味では，帯域をランダムに使用し
フレキシビリティを評価した先の 3 つの方法とは異なるが，通信システムの構成を変
えずに OFDM 信号のパラメータを環境に応じて適応し，レイリーフェージング環境下
の理論値よりも良好な結果が得られたことから，環境適応性が求められる通信に対し
て極めて大きな有効性を有することが明らかになったと言える． 
以上から，各実験系において，広帯域にランダムにデータ信号を配置して伝送実験
を行い，BER 測定結果から評価システムが正常であり周波数空間に任意にデータが配
置でき，かつ，環境変化(周波数の利用状況)にフレキシブルに対応出来る事を明らかに
している. 
 
本論文第 7 章では，環境適応型ベースバンド無線は広帯域で受信信号を待ち受ける
ことから干渉波による非線形問題を提示し，解決策として環境適応フィルタを設計し，
干渉波の検知から干渉波のフィルタリングまでの環境適応動作を提案している.この
提案方式の有効性を有線実験及び電波反射箱での実伝送実験により，明らかにしてい
る. 
最初に有線実験において広帯域受信の非線形問題の BER 特性の劣化を明らかにし，
周波数依存性がないことを示した.原理実証としては，有線実験及び電波反射箱におい
て各動作の BER 特性を測定し，環境適応フィルタの効果と干渉波に対する環境適応動
作の有効性を原理実証している. 
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以上のように環境適応型ベースバンド無線の特徴である広帯域でフレキシブルに制
御できるという利点を周波数パケット通信により明らかにし，非線形問題について解
決策を明らかにした．この通信システムをさらに発展させるためには，マルチパス環
境において周波数軸上でフレキシブルに適応可能な高信頼なシステムを実現するため
に，MISO 構成での送信ダイバーシチ機能を取り入れ， DSFBC 方式の適用が有効であ
る． 
非線形問題に対する今後の課題としては，単一の干渉波に対する取扱いではなく複
数の帯域の干渉波を減衰させるフィルタが必要である．また，本論文では干渉波の検
知を環境適応動作の一連の流れとして，一つの処理部(PC)で行ったが，新たにフロン
トエンド部に簡易的なスペクトルセンシング部を設けることで，信号処理部の処理量
の負担を減により，環境適応性に優れたシステムとなると考えている．今後，スペク
トルセンシング部は簡易的な構造及び信号処理が高速で行える低サンプリングでの信
号処理技術が必要とされるであろう． 
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